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１

旧島原市と旧有明町からなる新市は、古くから島原半島の先駆的地域としての役割

を担ってきました。特に、江戸時代には松平７万石の城下町として半島の政治、経済、

教育・文化の中枢的地位と役割を果たしてきました。その間、寛永１４（１６３７）年の島

原の乱や、寛政４（１７９２）年の眉山の大崩壊（島原大変）等、全国的にも稀に見る歴

史的な経験を経てきたという経緯があります。

市域については、明治２２年の町村制施行により旧島原市が島原村、島原町、島原湊

町、安中村、杉谷村、三会村で構成され、旧有明町が大三東村（大野村、三之沢村、

東空閑村の合併）と湯江村で構成され、それぞれ自治体としてスタートすることとな

りました。その後、大正１３（１９２４）年に島原村、島原町、島原湊町が合併し島原町と

なり、昭和１５（１９４０）年４月に島原町、杉谷村、安中村が合併して県下３番目の市と

して、「島原市」が誕生しました。昭和３０（１９５５）年には三会村を編入して旧島原市

の枠組みができたところです。

一方、旧有明町は昭和３０（１９５５）年に大三東村と湯江村が合併し有明村となり旧有

明町の枠組みができ、昭和３６（１９６１）年１１月に町制を施行して「有明町」が誕生しま

した。

現在、新市においては大規模畑作や畜産が行われ、県下有数の農業地帯となってい

るほか、有明海の遠浅を利用した海苔等の養殖をはじめ、沿岸漁業では「がんば」（ふ

ぐ）や「がね」（ガザミ）といった当地特有の多種多様な魚介類が捕れるなど、第一

次産業で県内をリードしています。また、火山や景観、湧水、温泉など多くの共通し

た自然資源があり、歴史体験や食体験、自然環境体験、農業体験などの多くの体験メ

ニューで観光産業や交流連携事業に力を入れているという共通点もあります。

生活圏についても通勤では相互に行き来が見られ、それぞれが最大の通勤依存先と

なっているほか、通学や買い物、通院等の日常生活においても強い結びつきを持って

います。行政の事務事業についても、老人健康福祉や介護保険、ごみ処理等でこれま

でも共通して取り組んできた経緯があります。

このように、共通した歴史的背景や地域資源等を持ち、社会生活上も相互関係が深

い地域であるということは、相互の力がより結集でき、今後は一層強力で一体的なま

ちづくりと行政運営が行える可能性があるといえます。

１合併の必要性

�序 論

（１）社会的・歴史的経緯～共通資源・共通課題の存在と一体化する生活圏～



�
序

論

２

（２）社会的要請～政策立案能力向上と財政基盤強化の要請～

（３）山積する地域固有の課題

近年の社会変化は、地域に対して大きな課題を投げかけています。具体的には、少

子・高齢化や国際化、情報化や環境との共生やリサイクル社会への対応、地方分権や

地域間競争社会への対応など、取り上げると枚挙にいとまがありません。これらの社

会的問題に関しては、政府レベルでの種々の取り組みが必要である一方、自治体レベ

ル、自治活動レベルでの地道で地域に密着した取り組みも欠かせなくなっています。

少子化については、子どもを産み育てやすい環境づくりが必要でありますし、高齢

化についても地域での相互扶助の体制づくりが欠かせません。特に、介護保険の実施

などの新たな行政施策も展開され始め、保健・医療・福祉分野の行政需要と市民の負

担は今後とも拡大していくと考えられます。また、国際化や情報化への対応について

も、インフラ整備や教育学習機会が必要ですし、リサイクルについても効率的でコス

トを抑えた分別や回収のしくみづくりが欠かせなくなっています。平成１２（２０００）年

には「地方分権推進一括法」が施行され、市町村への権限委譲の進展とそれに伴う役

割と責任の増大が図られたところであり、地方分権や地域間競争に対応するためには、

地域の資源や英知を結集して特長的な施策や活動を展開する必要があることから、地

域の経済力や人材力の結集が求められます。

このように多様化・高度化する社会変化に対応していくためには、最も身近な自治

体において、自ら政策を立案して実行する能力と、それを可能にする財政基盤がこれ

まで以上に必要です。特に、昨今の経済不況や人口減少が進むなかで、自主財源とな

る税収の伸び悩みが予想される上に、政府の財政運営も非常に厳しく、補助金や地方

交付税などの国依存の財源の確保は今後非常に厳しくなるものと予測されます。そこ

で、合併によるスケールメリットを活かして行政効率化を進めて財政基盤を強化する

一方、地域特性を活かした事業に重点投資して戦略的な地域づくりを行っていく必要

があります。

新市は多くの課題を抱えています。一つは中心市街地の活性化、少子高齢化対策、

農業基盤の整備、有明海の水質保全、水産資源の確保、観光産業の振興、福祉・教育

サービスの向上等、社会的・経済的な課題です。もう一つは、今までは生活圏が同じ

でありながら行政圏が異なることでの非効率化や、都市規模が小さいことが原因での

大型投資の難しさ、行政職員の専門的人材やマンパワーの確保等、行政運営上の課題

です。

合併によって、これらの地域固有の課題が一挙に解決されるわけではありませんが、
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①社会的・歴史的経緯�

・共通した地域資源や共通課題の存在�
・一体化する生活圏�

・中心市街地の活性化�
・少子高齢化対策�
・農業基盤の整備�
・有明海の水質保全�
・水産資源の確保�
・観光産業の振興�
・福祉・教育等の生活サービス水準の向上�
・生活圏域と行政圏域の一致�
・大型重点投資の実施�
・広域的行政サービスの提供�
・行政職員の専門的人材・マンパワーの確保�
・高度な行政サービスへの対応�
・湧水の保全�

・少子高齢化社会への対応�
・国際化社会への対応�
・情報化社会への対応�
・環境保全及びリサイクル社会への対応�
・地方分権社会への対応�
・地域間競争社会への対応�

・福祉水準の高度化が可能�
・高度な行政サービスの展開が可能�
・財政基盤の強化が可能�
・重点投資による戦略的な地域づくりが可能�

・島原半島の中心にふさわしいまちづくり�
・子ども達が住み続けたいと考えるまちづくり�
・福祉・教育等の生活サービス水準の高いまちづくり�
・道路・情報通信等の生活インフラが整ったまちづくり�
・自然・文化・歴史・食べ物等の地域資源が活きるまちづくり�
・農林水産業・商工業・観光業等が一体となった複合的なまちづくり�
・スポーツを通じた健康的で明るいまちづくり�
・住民が主体的に地域づくりに関われるまちづくり�
・行財政改革の推進による健全財政のまちづくり�

・公共施設の一体的整備と利用が可能�
・行政サービス水準の向上が期待�
・生活圏にあわせた行政サービスが可能�
・広域的な行政サービスが可能�

③山積する地域固有の課題�

②社会的要請�

合併による効果�

合併後の新市が目指すイメージ�

財政規模の拡大や財政基盤が強化されることで、重点投資による戦略的な地域づくり

が可能になったり、生活圏に見合った行政サービスが展開されたり、高度な行政サー

ビスの展開が可能となったりと、合併の効果が期待できると考えます。

図表�－１ 合併の必要性と計画策定の方針

●新市建設計画 合併の必要性
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２計画策定の方針

（１）計画の趣旨

（２）計画の構成

（３）計画の期間

（４）行財政運営の方針

本計画は、「市町村の合併の特例に関する法律（合併特例法）」第３条１項及び第５

条に基づく法定計画として作成するもので、島原市・有明町の１市１町合併後の新市

のまちづくりに関する基本方針を定めるものです。新市計画の策定に当たっては、こ

れまでの両市町の方針を十分に反映しつつ、合併によってはじめて可能となる新たな

取り組みを盛り込んだ新しいまちづくりの方向性を示し、まちづくりを総合的かつ一

体的に進めていくことに留意しています。また、地域の均衡ある発展と住民福祉のさ

らなる向上を目指したものとなるように特に留意しています。

本計画では、新しいまちづくりを進めて行く上での「基本方針」を示すとともに、

この基本方針で掲げた目標を実現していくための主要施策やグランドデザイン、重点

プロジェクト、公共施設の適正配置等を示し、その目安となる財政計画を中心に構成

することとします。

本計画の期間は、合併後概ね１０年間とします。

行政の運営方針としては、時代の移り変わりに配慮して柔軟で迅速な活動ができる

ような組織体制づくりに努めるとともに、複雑で幅の広い社会問題に対応できるよう

横のつながりを重視した取り組みを進めます。

また、財政計画については、個別の事業ごとの相互連携を図るなど効率的な財政運

営に努めるとともに、地方交付税、国及び県の補助金、地方債等の依存財源を過大に

見積もることのない健全な財政運営を行うことを基本とします。
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１位置

東 西 南 北 端 点

東 端 北緯 ３２°４６′１８″ 東経１３０°２３′１３″

西 端 北緯 ３２°４６′２１″ 東経１３０°１６′２３″

南 端 北緯 ３２°４４′１４″ 東経１３０°２２′２５″

北 端 北緯 ３２°５２′０１″ 東経１３０°１９′１３″

２地勢

３気候

新市は、長崎県の南東部にあたる島原半島の東岸に位置します。面積は、旧島原市

が５９．２７�、旧有明町が２３．４８�、合計８２．７５�となり、島原半島の約１８％を占めてい
ます。市域の南西に島原半島の最高峰平成新山（１，４８６�）を望み、ここを頂点に北
東方向に緩やかな傾斜状の扇状地地形をなし、東の有明海に至っています。中心市街

地は市域の南東に位置し、海岸に沿って南北に広がっています。

新市の中心市街地付近には眉山（標高８１８．７�）がそびえ、東西への市街地の広が
りを遮断しています。眉山の南東斜面には島原大変の大規模崩落跡が今なお残ってお

り、崩落下の海域には崩落物で誕生した九十九島（つくもじま）と呼ばれるほど無数

の島々があり、風光明媚な景観を形成しています。新市北部は、平成新山北側の舞岳

（標高７０３�）を頂点として、北東部へ緩やかな傾斜をもって扇状形に展開し有明海
に望んでいます。

新市には大きな河川は見られないものの、平成新山等に育まれた地下水を源とする

音無川・中尾川や湯江川など多数の河川が流れており、肥沃で良好な農作地帯を形成

しています。また、地下の地層帯が良好な帯水層となっているため、新市のいたる所

に豊富な湧水が見られるという特徴もあります。

新市は北九州型気候区分に属し、年平均気温１８度前後、年間降水量１，８００�前後と
温暖で湿潤な気候となっています。特徴としては、春から初夏にかけて月２００�程度
の降雨が見られ、秋に雨量が少ないというような農業生産に恵まれた条件があります。

また、年間を通しての気温差は３０�前後と四季を感じられる上に、冬の寒さがそれほ
ど厳しくないという特徴があります。

�新市の概況
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１ 月
２ 月
３ 月
４ 月
５ 月
６ 月
７ 月
８ 月
９ 月
１０ 月
１１ 月
１２ 月

５７
６６
１３０
２３２
２７０
２２８
２７９
１１６
６２
１０４
１３５
１４０

８．０
８．６
１２．８
１６．９
２０．５
２４．０
２８．１
２８．０
２５．３
１９．１
１１．７
９．５

１８．５
１５．２
２１．４
２７．３
２７．８
３２．９
３４．６
３４．４
３４．４
２８．７
２１．７
１９．７

１．１
０．３
４．０
８．４
１５．４
１８．１
２２．６
２０．９
１７．３
８．９
３．６
１．２

１１７．３
１７４．０
２０３．０
１５１．０
１４３．２
１７５．５
１９３．２
２３９．１
２５０．２
１６９．１
１５１．３
１１４．３

全 年 １，８１９ １７．７ ２６．４ １０．２ １７３．４

資料）長崎海洋気象台

４面積

図表�－１ 島原の気候（平成１４年）

新市の面積は８２．７１�で長崎県の２．０％、島原半島の１７．９％を占めています。民有地

の土地利用形態をみると、森林の比率が１３．７％と非常に低く、その一方で畑地や宅地

の比率が高いという特徴があります。特に、畑地の比率が４５．３％を占め、長崎県にお

ける農業先進地域としての特徴が表れています。
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長崎県�

島原半島�

新　市�

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0
（％）�

田� 畑� 宅地� 森林� その他�

平成１３年
実数（ha、％）

田 畑 宅 地 森 林 その他 総 数

長 崎 県
島 原 半 島

２８，９９７
４，９６５

４６，９４５
９，７２１

１８，６５６
２，９３７

９１，０７０
７，４３８

５，６５４
７１７

１９１，３２２
２５，７７８

新 市 ４５８ １，６８５ ８６５ ５１１ １９８ ３，７１７

長 崎 県
島 原 半 島

１５．２
１９．３

２４．５
３７．７

９．８
１１．４

４７．６
２８．９

３．０
２．８

１００．０
１００．０

新 市 １２．３ ４５．３ ２３．３ １３．７ ５．３ １００．０

資料）長崎県市町村課調べ

５人口と世帯

（１）総人口

図表�－２ 土地利用形態

新市の人口は、平成１２（２０００）年で５万１，５６３人となっており、長崎県の３．４％、島

原半島の３２％を占めています。これまでの動向を振り返ると、戦後から高度成長期に

かけて人口減少が続き、１９７０年代後半からＵターンの増加等によって人口増に転じて

います。しかしながら、１９８０年代の後半から景気回復期、すなわちバブル景気の時期

には再度人口流出が進みはじめました。１９９０年代には、平成３（１９９１）年の雲仙・普

賢岳噴火災害によって約１，５００～２，０００人ほどの多くの住民が域外に避難したことも

あって人口は大幅に減少しましたが、その後は復興が進むにつれて再度流入が見られ

ています。しかしながら、出生数の大幅低下により、出生数より高齢者の死亡数が多

くなり、自然動態がマイナスに転じたため、人口減少の傾向が続いています。

なお、人口構造（年齢階層別の構成比）をみると、高齢化率（６５歳以上の老年人口

比率）が大幅に高まっており、本格的な高齢化社会が到来しています。１９８５年に１３．７％

であった高齢化率は２０００年には２３．４％となっており、１５年間で約１０ポイントの急増が

見られます。
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△０．１９

７５．８
７６．５
７７．０
７７．９
７８．５
７８．９
７９．２
７８．８
７８．８
７７．２
７６．８

２４．２
２３．５
２３．０
２２．１
２１．５
２１．１
２０．８
２１．２
２１．２
２２．８
２３．２

資料）総務省「国勢調査報告」

図表�－３ 新市の人口推移

図表�－４ 人口動向の要因分析

注）１．各期間における５年間の累計値を算出。２．人口動態は、自然動態と社会動態に分けられる。
資料）総務省「国勢調査報告」
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（２）世 帯

図表�－５ 人口構造

新市の世帯数（世帯総数）は、平成１２（２０００）年で１万６，９９０世帯となっており、

長崎県の３．１％、島原半島の３３．９％を占めています。近年では、年々増加傾向を続け

ていましたが、平成３（１９９１）年の雲仙・普賢岳噴火災害の影響で１９９５年に一旦減少

し、その後２０００年に１９９０年の水準を上回るまでに回復しました。世帯人員については、

年々減少傾向にあり、２０００年には１世帯あたり３．０３人となっています。

実 績 値（人） 構 成 比（％）

１９８５年 １９９０年 １９９５年 ２０００年 １９８５年 １９９０年 １９９５年 ２０００年

新 市 年少人口
生産年齢人口
老年人口

１３，２５７
３７，１６３
８，０３７

１１，６４７
３６，００３
９，２５３

９，４３６
３２，８１２
１０，５７０

８，３６０
３１，１１７
１２，０８６

２２．７
６３．６
１３．７

２０．５
６３．３
１６．３

１７．９
６２．１
２０．０

１６．２
６０．３
２３．４

（島原市）年少人口
生産年齢人口
老年人口

１０，４３６
２９，３９４
６，２３１

９，０８４
２８，５４０
７，２０４

７，０２６
２５，５８０
８，１３７

６，１７１
２４，０７３
９，３６１

２２．７
６３．８
１３．５

２０．３
６３．７
１６．１

１７．２
６２．８
２０．０

１５．６
６０．８
２３．６

（有明町）年少人口
生産年齢人口
老年人口

２，８２１
７，７６９
１，８０６

２，５６３
７，４６３
２，０４９

２，４１０
７，２３２
２，４３３

２，１８９
７，０４４
２，７２５

２２．８
６２．７
１４．６

２１．２
６１．８
１７．０

２０．０
５９．９
２０．１

１８．３
５８．９
２２．８

注）年少人口は０～１４歳、生産年齢人口は１５～６５歳、老年人口は６５歳以上を指す。
老年人口比率＝高齢化率。

資料）総務省「国勢調査報告」
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（世帯）�

30,000

25,000

20,000

15,000

10,000

5,000

0

（人/世帯）�

4.0

3.5

3.0

2.5

2.0

1.5

1.0

0.5

0.0
1985年� 1990年� 1995年� 2000年�

16,398�

�

16,759�

�

16,547�

�

16,990�

�

3.6�

� 3.4�

� 3.2�

� 3.0

世帯総数�

1世帯あたり人員�

実績値（世帯、人／世帯）

１９８５年 １９９０年 １９９５年 ２０００年

世帯総数 新 市 １６，３９８ １６，７５９ １６，５４７ １６，９９０

（島原市）
（有明町）

１３，５０３
２，８９５

１３，８３４
２，９２５

１３，４８３
３，０６４

１３，８０５
３，１８５

１世帯あたり
人員

新 市 ３．６ ３．４ ３．２ ３．０

（島原市）
（有明町）

３．４
４．３

３．２
４．１

３．０
３．９

２．９
３．８

注）１世帯あたり人員＝人口総数／世帯総数。
資料）総務省「国勢調査」

図表�－６ 世帯総数の推移
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１人口

（１）総人口

わが国の人口は、少子高齢化社会の本格的な到来によって、平成１８（２００６）年の１

億２，７７４万人をピークに減少すると見込まれており（国立社会保障人口問題研究所推

計値）、長期的な人口減少社会が到来すると見られています。

一方、新市の人口は、これまでも減少を続けてきた経緯がありますが、今後ともそ

の傾向は変わらないと見られます。平成１２（２０００）年に５万１，５６３人であった新市の

人口は、本計画の終了年度の翌年である平成２７（２０１５）年には４万３，５０９人にまで減

少し、その後２０２０年には４万３８８人にまで減少すると予測されます。１９８５年から２０００

年の年平均増減率は△０．８％でしたが、２０００年から２０２０年には△１．３％となり、減少ペー

スも若干速まるものと予測されます。

この減少の要因をみると、少子高齢化の進展に伴う自然減少が最も影響しており、

これに社会移動に伴う人口の流出が追い討ちをかけています。特に、新市の場合は高

校・大学への進学や就業機会を求めて１５歳～２４歳までの若年層が他地域へ数多く流出

しているという特徴が見られます。

人口は地域の活力や経済の活力を推進する最も重要な要素となるものであり、その

維持向上を図っていく必要がありますが、このためには出生率を高めるために子ども

を産み育てやすい環境づくりを行い、若年層の流出を抑えるために産業の振興、雇用

の創出、住宅地の開発といった施策を展開する必要があります。本計画においては、

これらに関するさまざまな施策を盛り込んでおり、これらの効果を考慮して将来人口

の目標値を定めています。計画終了年度の翌年になる平成２７（２０１５）年の目標値は４

万６，６４０人、平成３２（２０２０）年の目標値は４万４，３６８人としています。

�主要指標の見通し
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20,000

10,000

0

（人）�

1985年� 1990年� 1995年� 2000年� 2005年� 2010年� 2015年� 2020年�

実績値�

目標値�

予測値�

58,457

56,903

52,853 51,563

49,133

50,220

46,461

48,621

43,509

46,640�

�

40,388

44,368�

�

実 績 値（人） 推 計 値（人） 年平均増減率（％）

１９８５年 １９９０年 １９９５年 ２０００年 ２００５年 ２０１０年 ２０１５年 ２０２０年 ８５－００ ００－２０

予 測 値

目 標 値
５８，４５７

５８，４５７

５６，９０３

５６，９０３

５２，８５３

５２，８５３

５１，５６３

５１，５６３

４９，１３３

５０，２２０

４６，４６１

４８，６２１

４３，５０９

４６，６４０

４０，３８８

４４，３６８

△０．８

△０．８

△１．３

△０．８

図表�－１ 人口の将来予測値

■人口推計の方法について

コーホート要因法により推計を行った。各条件は以下のとおり。

（予測値）

�生残率：医療の進歩等によって、１９９５年の長崎県における対全国格差が１００年後に解消されるとして
想定。

�出生率：地域性が将来的にも持続すると考え、全国の出生率の予測値に２０００年における長崎県の対全
国格差を上乗せして算出。

（全国の予測値は、国立社会保障人口問題研究所「日本の将来推計人口－２００２年１月推計」

の中位を採用）

�出生性比：地域性が将来的にも持続すると考え、２０００年における出生性比１０３．６を趨勢延長。
�社会移動率：雲仙・普賢岳噴火災害の影響が表れないように配慮し、１９８５年～１９９０年における男女年

齢５歳階級別社会移動率の平均値が将来も引き続くものと想定。

（目標値）

生残率、出生率、出生性比は予測値と同条件。社会移動率については、産業振興策や雇用対策、保育

環境対策等の効果を勘案して定住化が進むと考え、１９９５年～２０００年の社会移動率が引きつづき維持され

ると想定。

資料）総務省「国勢調査報告」
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図表�－２ 人口動態の将来推計値

実績値（人） 推計値（人）

１９８５→１９９０ １９９０→１９９５ １９９５→２０００ ２０００→２００５ ２００５→２０１０ ２０１０→２０１５ ２０１５→２０２０

予 測 値 社会増減

自然増減

出 生 数

死 亡 数

－４３２

１２１

６７９

－５５８

－７６１

－５６

５４３

－５９９

－７２

－１７９

４６２

－６４２

－２７１

－２１５

４２２

－６３６

－２４０

－２９５

３６８

－６６３

－２１２

－３７８

３２１

－６９９

－１７９

－４４５

２８０

－７２５

人口動向 －３１１ －８１７ －２５１ －４８６ －５３５ －５９０ －６２４

目 標 値 社会増減

自然増減

出 生 数

死 亡 数

－４３２

１２１

６７９

－５５８

－７６１

－５６

５４３

－５９９

－７２

－１７９

４６２

－６４２

－８４

－１８５

４３６

－６２１

－７４

－２４６

４０３

－６４９

－６４

－３３２

３６４

－６９６

－６０

－３９４

３２４

－７１８

人口動向 －３１１ －８１７ －２５１ －２６９ －３２０ －３９６ －４５４

注）社会増減は封鎖人口から算出。出生数は理論値。死亡数＝社会増減－出生数で算出。
５年間累計の数値を算出した後、年平均値を算出。

資料）総務省「国勢調査報告」
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注）５年間累計の数値を算出した後、年平均値を算出。
資料）総務省「国勢調査報告書」

（２）人口構造

図表�－３ 年齢階層別社会移動数の将来推計値（年平均値）

新市の人口構造は、高齢化率の急速な高まりと、生産年齢人口の減少によって、大

きく変化します。平成１２（２０００）年には、高齢化率が２３．４％、生産年齢人口比率が６０．３％

であったのが、本計画の目標年次である平成１７（２０１５）年にはそれぞれ３２．５％、５４．６％
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となると予想されます。また、その後も高齢化の進展は止まらず、平成３２（２０２０）年

には、それぞれ３６．８％、５１．６％となり、３人に１人は６５歳以上の高齢者で、かつ地域

で就業する世代は２人に１人程度にまで低下すると見られています。

なお、目標とする人口構造については、平成１７（２０１５）年で高齢化率３１．０％、生産

年齢人口比率５５．１％、年少人口比率１４．０％であり、若年層の定住を図ることで高齢化

率の上昇ペースを約２～３年ほど遅らせます。

図表�－４ 年齢別人口構成

＜予測値＞

実績値（人、％） 推計値（人、％） 年平均増減率（％）

１９８５年 １９９０年 １９９５年 ２０００年 ２００５年 ２０１０年 ２０１５年 ２０２０年 ８５－００ ００－２０

年 少 人 口
生産年齢人口
老 年 人 口

１３，２５７
３７，１６３
８，０３７

１１，６４７
３６，００３
９，２５３

９，４３６
３２，８１２
１０，５７０

８，３６０
３１，１１７
１２，０８６

７，３５２
２８，８５３
１２，９２８

６，４２４
２６，７３１
１３，３０５

５，５９８
２３，７７７
１４，１３４

４，８８６
２０，８４２
１４，６６０

△３．０
△１．２
２．８

△２．７
△２．０
０．９

年 少 人 口
生産年齢人口
老 年 人 口

２２．７
６３．６
１３．７

２０．５
６３．３
１６．３

１７．９
６２．１
２０．０

１６．２
６０．３
２３．４

１５．０
５８．７
２６．３

１３．８
５７．５
２８．６

１２．９
５４．６
３２．５

１２．１
５１．６
３６．３

＜目標値＞

実績値（人、％） 推計値（人、％） 年平均増減率（％）

１９８５年 １９９０年 １９９５年 ２０００年 ２００５年 ２０１０年 ２０１５年 ２０２０年 ８５－００ ００－２０

年 少 人 口
生産年齢人口
老 年 人 口

１３，２５７
３７，１６３
８，０３７

１１，６４７
３６，００３
９，２５３

９，４３６
３２，８１２
１０，５７０

８，３６０
３１，１１７
１２，０８６

７，６４０
２９，５６４
１３，０１７

７，０２３
２８，０９２
１３，５０６

６，５１０
２５，６８６
１４，４４４

５，９２２
２３，４２５
１５，０２２

△３．０
△１．２
２．８

△１．９
△１．３
０．８

年 少 人 口
生産年齢人口
老 年 人 口

２２．７
６３．６
１３．７

２０．５
６３．３
１６．３

１７．９
６２．１
２０．０

１６．２
６０．３
２３．４

１５．２
５８．９
２５．９

１４．４
５７．８
２７．８

１４．０
５５．１
３１．０

１３．３
５２．８
３３．９

資料）総務省「国勢調査報告」
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２世帯

（１）世帯数

（世帯）�

30,000

25,000

20,000

15,000

10,000

5,000

0

（人）�

4.00

3.50

3.00

2.50

2.00

1.50

1.00

0.50

0.00
1985年�1990年�1995年�2000年�2005年�2010年�2015年�2020年�

16,398�

�

16,759�

�

16,547�

�

16,990�

�

16,849�

�
16,381�

�
15,672�

�
14,760�

�

3.56
3.40

3.19
3.03

2.92
2.84 2.78

2.74

世帯総数�

1世帯あたり人員�

実績値� 予測値�

平成１２（２０００）年に１万６，９９０世帯であった新市の世帯総数は、本計画の目標年次

である平成２７（２０１５）年には１万５，６７２世帯にまで減少し、その後平成３２（２０２０）年

には１万４，７６０世帯にまで減少すると予測されます。１世帯あたり人員については減

少を続け、平成１２（２０００）年の３．０３人から平成２７（２０１５）年には２．７８人になると予測

されます。ただし、新市では核家族化の進行は平成２（１９９０）年をピークとして止まっ

ており、今後も横ばいから若干減少傾向に転じるものと見られます。平成１２（２０００）

年の核家族比率は５５．３％ですが、本計画の終了年度の翌年である平成２７（２０１５）年に

は５４．７％、その後平成３２（２０２０）年には５４．０％になると予測されます。

図表�－５ 世帯総数の将来予測値

実績値（世帯、人、％） 推計値（世帯、人、％） 年平均増減率（％）

１９８５年 １９９０年 １９９５年 ２０００年 ２００５年 ２０１０年 ２０１５年 ２０２０年 ８５－００ ００－２０

世 帯 総 数
１世帯あたり人員

１６，３９８
３．５６

１６，７５９
３．４０

１６，５４７
３．１９

１６，９９０
３．０３

１６，８４９
２．９２

１６，３８１
２．８４

１５，６７２
２．７８

１４，７６０
２．７４

０．２４ △０．９５

核家族世帯数
核 家 族 比 率

９，１０２
５５．７

９，３４５
５５．９

９，１８８
５５．８

９，３７６
５５．３

９，２９５
５５．３

９，０１８
５５．２

８，５５１
５４．７

７，９５６
５４．０

０．２０ △１．０６

資料）総務省「国勢調査報告」
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0

（世帯数）�
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45.0

40.0

35.0

30.0

25.0

20.0

15.0

10.0

5.0

0.0

（構成比）�

2020年�2015年�2010年�2005年�2000年�1995年�1990年�1985年�

実績値� 予測値�

高齢者世帯�

単身高齢者�
世帯�

6.4 7.5 8.9

32.8

35.8
37.9

42.0

45.8

10.4
11.6

13.0
14.3

（２）世帯構造

今後非常に大きな問題となる可能性があるのが、高齢者世帯数の増加です。世帯数

が減少に転じている状況下において、高齢者世帯数は年々増加を続け、平成１２（２０００）

年の５，５６３世帯から平成２７（２０１５）年には６，５６８世帯に増加すると予測されます。その

結果、平成２７（２０１５）年には高齢者世帯数比率が４２．０％に達すると見られます。その

上、高齢者単身世帯数についても増加の一途をたどるとみられ、平成１２（２０００）年の

１，５０４世帯から平成２７（２０１５）年には２，０２７世帯、その後平成３２（２０２０）年には、２，１０４

世帯になると見られます。

図表�－６ 高齢者世帯数と高齢者単独世帯数の推移

実績値（世帯、％） 推計値（世帯、％） 年平均増減率（％）

１９８５年 １９９０年 １９９５年 ２０００年 ２００５年 ２０１０年 ２０１５年 ２０２０年 ８５－００ ００－２０

高齢者世帯数 実 数
構 成 比

５，５６３
３２．８

６，０１２
３５．８

６，１９０
３７．９

６，５６８
４２．０

６，７４７
４５．８

１．２６

単身高齢者
世 帯 数

実 数
構 成 比

１，０６５
６．４

１，２３３
７．５

１，５０４
８．９

１，７４８
１０．４

１，８９７
１１．６

２，０２７
１３．０

２，１０４
１４．３

２．０９

注）高齢者世帯は、高齢者が世帯主の世帯を指す。高齢者世帯比率＝６５歳以上が世帯主の世帯／一般世帯
高齢者単身世帯は、高齢者の一人暮らし世帯を指す。高齢者単身世帯比率＝６５歳以上が世帯主の単身世帯／
一般世帯

資料）総務省「国勢調査報告」
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１新市の将来像

新市となる地域は、これまで島原半島の教育・文化、産業・行政の中心として半島

の経済を支えてきました。また、有明海に開かれ、九州の東西を結ぶ海上・陸上交通

の要衝として、古くから活発な交流が図られてきました。さらに、観光保養や農業生

産の拠点としての特徴を持つなど、自然環境や地域資源に恵まれた個性ある都市とし

て発展してきました。しかしながら、観光や買い物等のライフスタイルの変化に伴っ

て、１９８０年代の後半から新市への訪問者は減少してきました。また、このころから若

い世代を中心に人口の流出が再び進み始め、それに加えて雲仙・普賢岳噴火災害が人

口の流出と地域経済の低迷に追い討ちをかけました。現在では、噴火活動の終息から

７年が経過し、復興も順調に推移しています。今なお災害の傷跡は市内各所で見受け

られますが、今後はこの教訓を生かしながら「自然との共生を図る都市づくり」を目

指すと同時に、これまでの歴史を引き継いで「島原半島の中核となる都市づくり」を

進め、半島の牽引者としての役割を果たしていく必要があるといえます。

なお、噴火災害からの復旧・復興にあたっては、全国各地からの非常に多くの支援

と協力をいただいたということも忘れてはなりません。旧島原市の市勢振興計画にお

いても、その気持ちを「国民公園都市」という都市像で表現し、感謝の気持ちをメッ

セージとして伝えるとともに、おもてなしの街としての都市づくりを行ってきたとこ

ろです。新市にあっても、この気持ちを忘れず、今後とも「多くの方に気軽に気持ち

よく訪れてもらえる、開かれた交流都市づくり」を進めていく必要があります。

一方、地域で生活する市民にとっては、快適で豊かな生活が送れる環境が必要です。

具体的には、福祉・教育等の生活サービスが充実し、交通網や住宅環境などの都市基

盤の整備が行き届き、だれもが活動しやすい環境づくりが必要です。そして、これら

のまちづくりに市民の声が反映され、同時に市民一人ひとりが主体的に関わっていけ

るような「市民主体の都市づくり」を進めることが必要です。

さらに、生活を豊かに過ごすためには雇用の場や生きがいの場が不可欠です。近年

では、地域経済の低迷とともに地域での雇用が少なくなり、これが若者流出の最も大

きな要因となっています。また、高齢社会が訪れるなかで、高齢者の方々は介護や医

療の環境整備とあわせて、社会貢献や生きがいが持てる場の整備を痛切に望んでいる

現実もあります。地域の人材や地域資源を生かした新しい産業振興や生きがいづくり

は、新市の最も重要な課題の一つだといえます。幸いにも新市には全国に誇れる景観

と個性ある多くの地域資源が存在しています。白土湖や浜の川などの湧水や、舞岳源

水があり、「水の都」と称されています。また、都市全体に雲仙・普賢岳噴火災害の

�新市建設の基本方針
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記録がとどめられ、全国でも珍しい火山体験や火山学習が可能です。さらに、平成新

山や眉山、舞岳といった自然景観の存在、島原温泉や島原城、島原の乱にまつわるキ

リシタンの歴史など、これだけの個性的な地域資源が市内各所に点在している都市は

全国各地にも少ないといえるのではないでしょうか。その上、新市はスポーツ競技力

が高く、スポーツ施設も充実しているという特徴があることから、生涯スポーツに取

り組むなどの生きがいづくりを進めることも可能です。雇用の場の創出や生きがいの

場の創出にあたっては、新市の持つ能力を生かして、「自然・生活・文化・歴史・ス

ポーツ・産業等の魅力を結びつけた観光交流都市づくり」を目指し、「子ども達が地

域に誇りを持って将来も住みつづけたいと感じるような魅力と活力があふれる都市づ

くり」を行う必要があります。

最後に、新市の目指すこれらの方向性を横断的につなぎ、具体的に推進していくた

めの手段として情報技術の活用があります。近年、インターネットや携帯電話等をは

じめとする情報化の進展は目覚しいものがあり、社会・経済活動の質を高め、新たな

付加価値を生み出していく上において欠かせないものとなっています。また、国家的

プロジェクトとしても電子社会の確立が進められており、電子化・高度情報化の流れ

は必然的なものとして、今後加速度的に進展していくものと思われます。特に、新市

のように地理的制約を受けやすい半島地域にあっては、豊かで安全な生活環境の提供

や住民福祉・サービスの向上、地域社会・経済の活性化のためには地理的制約を受け

ない情報化を有効な手段として最大限活用する必要があります。新市にあっては、情

報化を重要な社会生活基盤と位置付けて整備を図り、他には類のないような「誰もが

自由に情報の利活用ができ、新たな創造と人の輪が広がるような情報都市づくり」を

目指します。

これらの実現を目指して新市の将来像を

「有明海にひらく湧水あふれる火山と
歴史の田園都市 島原」

と定めます。

なお、この新市の将来像を実現するために、以下のような体系の下で、４つの基本

目標、１０の施策の大綱、１０の重点プロジェクトを実施します。中でも優先すべき具体

的な事業として７つの事業があります。

■１
新
市
の
将
来
像
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将来像� 基本目標� 施策の大綱�
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自然と暮らしが調和する「半島の顔」となるまちづくり�

健康で誇り高く暮らせる「人財重視」のまちづくり�

「農漁商観」が融合した活力ある「交流産業」をつくりだすまちづくり�

一人ひとりが活躍できる「市民主体」のまちづくり�

１．豊かな自然と暮らしを守る（自然環境の保全）�
１）環境対策の推進、２）山林の保全�

１．健康で生きがいある生活を支える（保健・医療・福祉環境の充実）�
１）保健・医療の充実、２）子育て支援の充実�
３）高齢者福祉の充実、４）障害者福祉の充実　５）社会福祉の充実�

２．生きる力と創造力を持った人を育てる（教育・文化環境の充実）�
１）学校教育の充実、２）生涯学習の充実�
３）文化活動・スポーツの充実�

１．「農漁商観」が融合した活力ある産業をつくる（産業の振興）�

１．自立した地域コミュニティづくりを支援する（住民主体のまちづくり�
　　の推進）�

２．市民に開かれた行政を運営する（開かれた行政への取り組み）�

３．持続的発展を目指した健全な財政を運営する（行財政改革の推進）�

１）農林業の振興、２）水産業の振興�
３）商工業の振興、４）観光業の振興�
５）企業誘致及び新規起業・就業の支援�

２．地域の個性と魅力を磨いて交流を促進する（連携・交流の促進）�
１）地域ブランドの確立、２）交流活動の推進�
３）交流基盤の整備�
�

２．快適で利便性の高い都市をつくる（都市基盤の整備）�
１）道路の整備、２）公共交通の整備�
３）市街地の整備、４）上水道環境の整備�
５）生活排水処理施設の整備�

３．安全・安心と安らぎの環境を整える（防災対策等生活環境の整備）�
１）公園・緑地の整備、２）情報・通信の整備�
３）リサイクル環境の整備、４）住環境の整備�
５）消防・防災・交通安全の推進　６)河川・海岸・砂防等の整備�

図表�－１ 新市計画の体系
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２優先すべき事業

・新しい市の建設に向けては、新市にとって旧島原市、旧有明町ともに事業の効果が

共有でき、重要かつ優先してすべき事業として七つの事業に取り組みます。

地域イントラネット整備事業

・役所と公民館や文化施設、体育施設や学校等、公共施設をネットでつなぎ、市民の

方が端末機を利用して必要なときに、いつでも情報が入手できるような環境を整備す

る事業です。

防災行政無線整備事業

・現在設置している防災行政無線の更新時期に来ています。そのため、防災情報だけ

でなく一般の行政情報も含めた、双方向の発着信が可能な情報化社会にふさわしい、

システムを検討します。

汚泥再生処理センター建設事業

・し尿や汚泥等を処理する施設です。

地籍調査事業

・いわば土地の戸籍簿を作るようなもので、旧有明町は終了していますが、旧島原市

は災害等もあり着手されていないため、新たに取り組もうとするものです。この整備

によって一体的・効果的な土地利用が図られます。

下水道・合併処理浄化槽設置事業

・し尿や生活排水処理等について下水道や合併処理浄化槽等、環境的にも財政的にも

最適な方法を検討していきます。

火葬場建設事業

・現在、旧島原市と旧有明町が協力して、平成１７年４月１日の完成に向けて事業を進

めています。

新庁舎建設事業

・新しい市の庁舎については、バリアフリー（段差の解消やエレベーターの設置等、

障害がある方も無い方も容易に出入りできるような建物環境）や省資源・省エネル

ギーに配慮し、機能的にかつ自由に集えるような施設として、また、地域の情報化推

進の核としての機能を備え、さまざまな情報が入手できる施設として、今後、市民の

方々と一緒になって検討していきます。

■２
優
先
す
べ
き
事
業
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２１

３新市の基本目標

（１）自然と暮らしが調和する「半島の顔」となるまちづくり

（２）健康で誇り高く暮らせる「人財重視」のまちづくり

新市の将来像である「有明海にひらく湧水あふれる火山と歴史の田園都市 島原」

を実現するために、具体的な４つの基本目標を掲げます。

新市は島原半島並びに長崎県東部の政治経済の中心的な機能を果たしており、半島

振興の中核的な役割を担って行かなければなりません。中心市街地の整備をはじめ、

交通拠点、広域交通体系、公園・緑地、情報通信網など種々の都市基盤を整備して、

広い地域から訪れたくなるような環境、訪れやすい環境をつくり出す必要があります。

このように都市基盤の開発を進めていく一方で、豊かな自然を保全し、自然との共生

も図らなければなりません。自然環境を保全するために、生活排水やゴミ処理、リサ

イクルを適正に行うなど、計画的な環境対策を推し進めていく必要があります。また、

快適で魅力あるまちなみ景観の整備も重要です。

そこで、新市では都市基盤や生活環境といった人々の暮らしに係る開発と自然環境

が調和した、「半島の顔」となるまちづくりを進めます。

少子高齢時代を迎え、保健・医療・福祉制度の再構築が迫られています。特に、医

療と介護の連携や健康づくりを進める保健施策の充実など、人々の生活を総合的にケ

アできる制度の構築が不可欠となっています。また高齢者については、元気に生き生

きと活躍でき、これまでの人生経験を遺憾なく発揮できる場として、地域コミュニティ

活動や学校教育活動、社会教育活動、スポーツ活動を位置付け、これらの場に高齢者

が積極的に参加できるしくみをつくる必要があります。学校教育や社会教育、スポー

ツ文化活動等については、個々人の個性や資質を伸ばせるような幅広いニーズに対応

した施策を展開し、生涯学習の推進を図る必要があります。特に、学校教育では、国

際化や情報化、環境、リサイクル等の近年の社会問題に対応した体験重視の教育を行

い、「生きる力」を養うとともに心豊かで創造力と実行力のある人材の育成が必要で

す。同時に、新市の特徴であるスポーツ競技力の高さを維持し、文武両道のバランス

の取れた人材育成も欠かせません。なお、福祉や教育の充実を図るためには、地域コ

ミュニティや市民一人ひとりの相互扶助の精神が必要です。したがって、福祉や教育

に地域の力を結集できるしくみの構築を図る必要があります。

新市では「人が地域の財産」であるという認識に立って、一人ひとりが健康で生き

がいの持てる暮らしを送り、人生を誇り高く営めるような「人財重視」のまちづくり

を進めます。
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２２

（３）「農漁商観」が融合した活力ある
「交流産業」をつくりだすまちづくり

（４）一人ひとりが活躍できる「市民主体」のまちづくり

新市は、雲仙・天草国立公園の一角をなし、西のハウステンボスや長崎市、東の熊

本市や阿蘇・九重、南の天草などを相互につなぐ観光ルートの要衝に位置しています。

その上、平成新山や眉山、舞岳といった山々が連なる景観、浜の川などの湧水や舞岳

源水等の水資源、キリシタン哀史等の歴史、島原温泉など、観光資源に非常に恵まれ

た地域です。また、「がんば」や「がね」、具雑煮などの郷土料理に加えて、農産品や

海産品で多くの特産品を有している地域でもあります。ただし、これまでは農産品や

海産品が必ずしも観光資源として十分生かされていなかったり、統一したブランド形

成もなされていなかったりと、これらの地域資源がバラバラに取り扱われていた経緯

があります。今後は、これらの地域資源と農業・漁業といった一次産業、それに商工

業や観光業を結びつけ、地域の力を結集してブランド形成と情報発信が必要です。中

でも島原温泉は重要な観光資源であり、これまで以上に温泉の利活用を推進します。

これら豊かな資源や産業が一体となった取り組みを進めることで、地域に新しい雇用

と活力を生み出し、若者の流出に歯止めをかける必要があります。

そこで、農業、漁業、商工業、観光業を結びつけて、広く内外に情報を発信してい

くような「交流産業」づくりを進めます。

新市を取り巻く課題の解決や新市の発展を図っていくには、市民一人ひとりの地域

社会での活躍が不可欠です。特に、少子高齢化が進み、人口の域外流出が続いている

新市においては、地域の発展に民間活力や市民参加が不可欠となります。行政はあく

までも地域経営のサポート役に徹し、市民が主導して地域づくりを進めていく必要が

あります。そこで、各種の施策を推進していくためには、市民や民間企業、民間団体、

地域コミュニティ等のさまざまな主体の英知を結集して取り組む必要があり、行政は

これらの地域のニーズを実現していくためにコーディネーターやサポート役としての

役割を果たしていく必要があります。また、誰もが社会で活躍できるように、個性と

能力が尊重され個人の持つ力が十分に発揮できるような機会の平等が約束された社会

の実現に向けた取り組みも必要です。

そこで、市民や地域コミュニティが活発に活動するために必要な情報や場、しくみ

の提供などの支援を積極的に行い、一人ひとりが活躍できる「市民主体」のまちづく

りを進めます。

■３
新
市
の
基
本
目
標
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２３

４施策の大綱

（１）豊かな自然と暮らしを守る（自然環境の保全）

（２）快適で利便性の高い都市をつくる（都市基盤の整備）

（３）安全・安心と安らぎの環境を整える（防災対策等生活環境の整備）

（４）健康で生きがいある生活を支える（保健・医療・福祉環境の充実）

新市の将来像と、４つの基本目標を実現していくために、具体的な事業を盛り込ん

だ１０の施策に取り組みます。

自然環境保全に対する意識の醸成を図り、市民と企業、行政が一体となって自然環

境の保全や景観の保全を進めます。その際、自然の脅威から暮らしを守りつつ、自然

の恩恵を暮らしに生かしていけるように自然と暮らしの共存を図ります。

交通基盤や市街地整備、上水道や生活排水処理施設の整備など、人々の快適で利便

性の高い生活を支える都市基盤の整備を進めます。その際、観光交流を推し進める田

園都市としてふさわしい街なみや景観づくりを進め「地域の顔」をつくるとともに、

あわせて広域からの集客を可能とする広域交流基盤の整備を優先的に推し進めます。

安全で安心して生活をおくるためには防災対策が重要であり、防災訓練や自主防災

組織の活性化等により市民に対する防災意識の啓発を図るとともに、河川や海岸の整

備等、防災インフラの整備も進め、総合的な防災体制を推し進めます。

そこで、新市では安全・安心で安らぎのある生活を営めるような防災都市づくり等、

生活環境の整備を進めます。その際、新市の地域資源を生かした、健康的で快適で魅

力と個性あふれる木を使った街づくりを進め、まちなみ景観の形成や公園・緑地の整

備を進めるとともに、防災や行政情報等の受発信に必要な情報通信基盤の整備を進め

ます。

少子高齢社会の進展を踏まえて、保健・医療・福祉の相互連携による総合的な生活

サポート体制の構築を進めます。その際、健康の増進と予防体制の構築に力を入れ、
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２４

（５）生きる力と創造力を持った人を育てる（教育・文化環境の充実）

（６）「農漁商観」が融合した活力ある産業をつくる（産業の振興）

（７）地域の個性と魅力を磨いて交流を促進する
（連携・交流の促進）

子どもから高齢者までの市民一人ひとりが健康で生きがいを持って活躍できるように

努めます。また、子育て支援や高齢者生活支援などはきめ細やかなサポートが必要で

あり、これらについては地域コミュニティとの連携を図り、地域が一体となったサポー

ト体制の構築を図ります。障害者（児）福祉については、障害者（児）実態の把握、

障害に対する市民の理解の促進などにより、障害者（児）をとりまく総合的な環境整

備を図るとともに、自立した生活が送れるよう支援し、社会参加を推進します。

豊かで価値のある人生を送るため、老若男女の誰もが質の高い文化活動やスポーツ

活動に参加でき、学びたいことを学べるような生涯学習環境の整備に努めます。特に、

学校教育では、地域の教育力を生かした体験学習に力を注ぎ、生きる力を育てていく

とともに、地域に眠る文化財や慣習、風土を見直し、その活用によって地域の個性と

誇りが再形成されるよう努めます。また、スポーツ競技力が高いという地域特性を生

かして「１人１スポーツ」づくりとスポーツ交流の推進を図ります。

長崎県内有数の生産力を誇る農業と、「がんば」や「がね」などの特産品を有する

漁業、地域固有の魅力あるまちなみ景観の形成や、それらと一体となった湧水や火山、

温泉等の個性的な地域の資源を活用した観光業等、それぞれの産業を結びつけて観光

交流都市にふさわしい交流産業の形成を図ります。その際、各種の産業基盤を支える

施策を講じた上で、「郷土料理」と「特産品・物産品」、それに「個人旅行者でも気軽

に参加できる体験型の観光メニュー」の企画・開発から生産、販売までを各産業で協

力して行うしくみを構築します。

地域資源と特産品を生かして「島原ブランド」の確立を図り、広く情報を発信しま

す。また、姉妹都市・兄弟都市交流をはじめ、海外や先進地との交流を進め、異なる

文化や風土に触れるなかで地域や自身を再発見する機会を設けます。特にスポーツ交

流を積極的に進め、地域の競技力アップとスポーツイベントの開催に努めます。

■４
施
策
の
大
綱
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２５

（８）自立した地域コミュニティづくりを支援する
（住民主体のまちづくりの推進）

（９）市民に開かれた行政を運営する（開かれた行政への取り組み）

（１０）持続的発展を目指した健全な財政を運営する
（行財政改革の推進）

市民一人ひとりが主役のまちづくりや、市民と行政の協働によるまちづくりを進め

るために、その活動の基盤となる地域コミュニティの形成を支援します。その際、地

域コミュニティの活動拠点や人材育成などに対する支援も進めます。また、人権教育・

啓発施策の推進や男女共同参画社会に向けた支援を進めるなど、市民一人ひとりの人

権が尊重される社会づくりを推進するとともに、誰もが社会で活躍できるしくみを整

えます。

行政への住民参加が積極的になされる「市民主体」のまちづくりを進めるために、

迅速な情報公開を進めるとともに、市政に対する市民からの意見の反映を進めます。

その際、情報の受発信に必要な総合的な情報通信基盤の整備を図り、市民に開かれた

情報システムの構築と併せて、市役所が総合的な情報化推進の核としての機能を備え

た、新しい庁舎建設を検討します。

職員の専門性の向上や事業内容の質の向上を図るなど行政レベルを高めつつ、財源

の確保や効率的な財政運営を進め、健全で安定的な行財政の運営を図ります。また、

地域の経済力を高めるための事業や投資効果が高い事業への優先的な投資を行います。
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５土地利用等

（１）土地利用の基本方針

（２）都市計画区域に対する整備方針

土地利用にあたっては、「自然と暮らしの調和」、「都市部と農村部の調和」、「市内

と市外の調和」の３つの調和を考慮して、快適でゆとりと活力のある環境づくりを目

指して行うこととします。

自然と暮らしとの調和については、雲仙・普賢岳噴火災害の教訓を生かして、防災

面に配慮した安心・安全な暮らしができる土地利用を図るとともに、資産として子孫

に引き継いで行くべき良好な自然環境の保全に努めます。同時に、火山や温泉、海浜

や河川、湧水や源水などのさまざまな自然環境を日々の暮らしや観光産業に結び付け

て多様な活用を図っていくことに努めます。また、地籍事業に取り組み効率的な土地

利用推進を図ります。

都市部と農村部の調和については、無秩序な開発を避けるべく、計画的な市街地づ

くりを進め、同時に良好な農業生産環境を維持していくことに努めます。具体的には、

農村部においては基盤整備事業等を活用し、生産性の高い農業生産基盤整備を図りま

す。

都市部においては公園や緑地帯、街路樹等の自然景観づくりを進めて、農村部との

自然のつながりを途絶えさせないように配慮し、田園都市としての風格づくりを進め

ます。

市内と市外の調和については、島原半島の中核都市としての「顔づくり」として中

心市街地や交通拠点、交流拠点等の整備を図り、市外からの集客を促進するような土

地利用を図ります。その上で、これらの中核機能にスムーズにアクセスできるよう、

市域内外の空間的・時間的一体化を推し進めるための広域幹線道路の整備を重点的に

進めます。

なお、利便性の高い市民生活と生活環境を確保するため、公共施設等の適正配置に

努めるほか、これらの公共施設へのアクセス環境の整備を進めます。

� 都市計画区域

用途地域については、住宅地、商業・業務地、工業地等の土地利用区分を明確にし、

この区分に沿って合理的で効率的な市街地づくりを推進します。また、用途地域内の

未利用地については、地域の課題に対処しながら適切な開発誘導を行い、魅力ある商

業地の形成や快適な居住環境整備等を図ります。白地地域については、基本的には現

状の環境を保全していきますが、必要な公共施設の設置や周辺の自然環境と景観への

負荷が少ない環境共生型の開発に対しては、有効的な土地利用の検討を図ります。

■５
土
地
利
用
等
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２７

（３）都市構造の基本方針

� 都市計画区域外

有明地域を中心とする都市計画区域外については、区域の見直しを検討して一体的

で計画的な都市づくりを進めます。これにより、生活道路の拡幅による防災対策や住

宅・商業施設の乱開発防止を図るとともに、幹線道路沿いの集落に日常生活に必要な

機能を集めた「集いの場（日常生活拠点）」の形成を図ります。

新市の都市構造は、商業や官公庁等の都市機能が集積している南部の中心市街地（中

心市街地ゾーン）と、生産性の高い農業を営む北部及び南部の農業地域（農業振興ゾー

ン）、それに眉山、舞岳、平成新山等からなる西部の山岳地域（自然環境保全ゾーン）

に分けられます。また、これらのゾーンをまたいで、火山、史跡・景勝、公園、スポー

ツ施設、グリーンツーリズムなどに係る観光資源の点在する地域（観光交流拠点）が

みられます。

南部の中心市街地と北部の農業地域を結ぶ南北間のアクセスは、国道２５１号とグリー

ンロード（農業振興道路）、がまだすロード（地域高規格道路）によって結ばれてい

ますが、国道２５１号以外の幹線道路が中心市街地の辺縁部で分断されている状況があ

ります。この南北間の導線の結節が最優先課題となります。東西については、舞岳を

頂点として海岸部に向けて放射状に道路が整備されており、農業地域と山岳地域が密

接に結ばれています。中心市街地については、西側には眉山がそびえ立っているため、

東西への連絡道路は県道愛野島原線と眉山ロードしか見られません。眉山以東の中心

市街地内部での東西の連絡道路が未整備であるため、今後は環状道路を含めた中心市

街地内部の東西道路の整備も重点的に進めていきます。なお、市内に点在する観光交

流拠点へのアクセスや観光交流拠点同士のつながりを強め、市内での移動性が高い都

市構造を目指します。

また、市外とのアクセスについては、新市の北側と南側で幹線道路があり、北側で

は諫早方面と、南側では口之津方面、雲仙・小浜方面とつながっています。北側の諫

早方面のルートとしては、国道２５１号とグリーンロードのほか県道愛野島原線などが

海岸部から丘陵部にかけて均等に配置されていますが、南側の口之津・雲仙・小浜方

面のルートについては、幅の狭い海岸沿いの平野部に集中しています。このため、こ

れらの幹線道路が集まる島原外港付近～市街地中央部の交通混雑が著しく、バイパス

機能を果たすがまだすロード（島原中央道路）の整備を目指します。なお、島原外港

からは熊本、大牟田、三角の３方面にフェリー並びに高速船が就航しており、九州の

東西を結ぶ交通の要衝となっています。現在では造船技術のハイテク化が図られ、高

速・安全な船舶の供給が可能となり、これまで以上に海上交通の役割が高まる可能性

があります。このことを考えますと新市と熊本・福岡県両県の都市はもとより、有明

海沿岸都市間のネットワークの形成・強化が進んでいくものと思われます。その結果、

人的交流や物流等、社会的にも経済的にも有明海沿岸都市ネットの拠点都市としての
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機能をも果たすことが考えられ、これらの航路の維持・発展を図ります。

これらの現状をふまえ、新市の建設にあたっては、３つのゾーンと、３つの拠点、

１つのベルトを配置して地域の整備を進めていきます。

●環有明海交流拠点

■５
土
地
利
用
等
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３つのゾーン

� 自然環境保全ゾーン

自然環境保全ゾーンは、新市の南西に位置する雲仙岳一帯のゾーンです。ここは、

新市の景観を形作るシンボルである３山、平成新山、眉山、舞岳があり、大部分が森

林と火山地形で覆われています。これらの自然景観と、豊かな山の恵みを将来の世代

に受け継いでいけるように自然環境保全ゾーンとして、開発を抑えて環境保全に努め

ます。その一方で、新市の主要産業である観光業や体験学習の活動の場としてこの地

の活用を検討します。自然の保全と活用のバランスを考慮した地域整備を進めます。

� 農業振興ゾーン

農業振興ゾーンは、新市の西部に位置する平成新山と舞岳を頂点とする扇状に広

がったゾーンと、水無川下流に広がる安中地区です。ここは、大規模な区画整理と、

かんがい施設の整備によって長崎県下屈指の畑作農業と畜産農業地域となっています。

これらの農業生産活動に対してさらに競争力を高めるべく農業基盤の整備に努めます。

� 中心市街地ゾーン

中心市街地ゾーンは、新市の南東に位置する眉山の丘陵地から平野部にかけての

ゾーンです。ここは、商業機能や交通機能、文教機能、文化機能、医療機能、官公庁

等の各種の都市機能が集まる地域であり、新市のみならず島原半島の中核をなす中心

市街地となっています。市外からの通勤や通学など多くの流入が見られ、買物や通院

など生活の活動の場となっています。今後とも、島原半島の地域経済を支えるべく、

広域的な活動拠点としての機能を果たせるようなアクセス道路や交通機能の整備を進

めていきます。

３つの拠点

� 観光交流拠点

観光交流拠点は、新市の各所に位置する火山、史跡・景勝、公園、温泉、湧水、ス

ポーツ、グリーンツーリズムなどの観光拠点です。特に、中心市街地ゾーンに位置す

る島原城から武家屋敷、鯉の泳ぐ町、白土湖などに見られる「歴史・湧水エリア」を

はじめ、平成町・安徳・上木場・千本木に広がる「火山体験エリア」、白山・外港周

辺の「温泉エリア」、百花台公園に連なる森岡周辺の「フラワーエリア」、舞岳周辺の

「農業自然体験エリア」、平成町・上の原・霊丘・森岡・大野浜の「スポーツエリア」

などは、新市の顔となるような地域的な広がりを持った公園として整備を図ります。

また、各エリア同士のつながりを強めて、相互の補完を図るとともに、市内全域が回

遊性の高い交流ゾーンになるように努めます。

■５
土
地
利
用
等



市
町
村
建
設
計
画

有
明
海
に
ひ
ら
く
湧
水
あ
ふ
れ
る
火
山
と
歴
史
の
田
園
都
市

島
原

３３

■■■
■■■
■■■

■■■
■■■
■■■

� 交通拠点

交通拠点は、新市への広域的なアクセスを支える機能を持った港湾、バスセンター、

鉄道の駅です。特に、熊本、大牟田、三角の航路を持つ島原外港と、高速バスや各方

面への路線バスの結節点となっている島鉄バスターミナル、島原鉄道の島原駅などは、

市外からの訪問者を市内各所へスムーズに送り出せるような機能を保持させる必要が

あります。

� 生活拠点

生活拠点は、日常生活を送る上で必要な各種機能が備えられたエリアです。中心市

街地に位置する森岳、霊丘、白山のほかに、有明、三会、杉谷、安中の集落の中心地

を指します。この生活拠点では、日用品の買い物や金融機関、医療、福祉、教育など

の日常生活に必要な機能の配置を誘導していきます。

１つのベルト

� グリーンフラワーベルト

グリーンフラワーベルトは、新市の交流を支える幹線道路で、特に地域を挙げて沿

道の植栽や景観の向上を図ろうとする帯状のエリアです。各地区間・各生活拠点や観

光交流拠点をつなぐ役割を果たしており、このベルトを中心にして国や県、関係機関

等と協議しながら沿道の植栽整備や街道花いっぱい運動、街道美化運動の活動を広げ

ていき、おもてなしの環境を整えます。グリーンフラワーベルトは、観光交流都市を

目指す新市のイメージを決定付ける重要なルートであり、環境美化や案内板の配置に

特に留意することとします。
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基本目標１ 自然と暮らしが調和する「半島の顔」となるまちづくり

１豊かな自然と暮らしを守る 自然環境の保全

（１）環境対策の推進

【基本方向】

有明海と雲仙・普賢岳の緑に囲まれた自然豊かな新市は、平成２（１９９０）年１１月か

ら平成８（１９９６）年６月までに至る雲仙・普賢岳の噴火活動で発生した火砕流や土石

流によって、大きな被害を受け、自然の脅威を目の当たりにしました。

一方、時には脅威となり人間に牙をむく自然も、普段は私たちの生活に安らぎと潤

いを与えてくれるかけがえのないものです。しかし、昨今の環境問題は年々深刻化し

ており、地球温暖化、オゾン層の破壊などの地球的規模での環境問題を引き起こして

います。そのような中、私たち人間は立ち止まって自然の大切さを再認識し、自然と

向き合うことが必要な時期にきています。噴火災害を経験した新市だからこそ、豊か

な自然に恵まれていることへの感謝の気持ちと、自然と共存していくことの大切さを

知っています。

そこで新市では、環境保全政策を積極的に進めるとともに、環境教育・環境学習を

推進し、住民だけではなく、企業、行政のそれぞれが環境に対する意識を向上するこ

とにより、一体となって自然環境の保全を図っていく体制を整えます。

【施策の方針】

新市は日本有数の湧水のまちであるとともに、豊かな自然環境に恵まれています。

しかし、今後も豊かな自然環境を守り育てていくためには、住民、企業、行政が一体

となって、計画的に自然環境保全の取り組みを推進していくことが重要です。

そこで、新市のこれからの自然環境保全の指針を示すために、環境基本条例の制定

を目指すとともに、環境基本計画の策定を進めます。そして、総体的な新市の自然環

境保全活動の形成を図り、住民誰もが健康で安心して暮らせるまちづくりに努めます。

また、雲仙・普賢岳の噴火により自然環境は多大な被害を受けました。しかし、火

山噴火の遺構はそれ自体が観光資源となりえます。そこで、ネイチャーセンター等を

中心とする地域の自然環境の保全を図り観光ＰＲにもつなげます。

�新市の施策

■１
豊
か
な
自
然
と
暮
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し
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（２）山林の保全

図表�－１ 自然環境の保全に関する施策一覧

生活基盤

施策の大綱 主要事業メニュー

１．豊かな自然と暮らしを守る（自然環境の保全）

�環境対策の推進 ・環境基本条例策定推進
・自然保護・環境保全活動の支援
・こどもエコクラブの活動支援

�山林の保全 ・森林環境の保全
・松くい虫被害対策

２快適で利便性の高い都市をつくる
都市基盤の整備

（１）道路の整備

雲仙・普賢岳の山々は噴火に伴い長期にわたり発生した火砕流によって、豊かで広

大な森林を焼失しました。さらに、火山灰の影響で森林の生育に支障をきたしていま

す。森林は治山・治水などの多面的な機能を果たすものであり、土砂災害から住民の

生命・財産を守るために必要なものです。また、国土保全や水源涵養機能、自然景観

の構築の面からみても重要なものです。

そこで、新市はすべての住民が安心して暮らせるよう、森林環境の保全・育成を図

ります。なお、近年大きな課題となっている松くい虫被害対策についても実施します。

【基本方向】

主要な国道、県道、市道等の改良・整備を促進し、各地域間を結ぶ循環型の道路網

を整備するとともに地域住民の各世代にあった生活道路の改善に努め、美しい自然と

調和した景観づくりにも取り組みます。

また、昔ながらの情緒あふれる街なみを残しつつ中心市街地の整備を進め、活気あ

る市街地を創造するとともに、地域住民の日常生活の足や新市を訪れる観光客の足と

なる公共交通機関の利便性の向上に努めます。

さらには、上水道と生活排水処理施設を整備し、市民の衛生的で健康的な生活環境

の改善に取り組むとともに、美しい海や川を水質汚濁から守るように努めます。

【施策の方針】

住民生活の利便性向上や産業の発展において、道路網は最も重要な基盤の一つです。
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（２）公共交通の整備

（３）市街地の整備

新市において、主要幹線道路は国道５７号と国道２５１号が存在するものの、先の普賢岳

噴火災害の際には、道路網の不足による地域生活の危うさが明らかになりました。よっ

て、今後は新市の新たな主要道路となるであろう、新市の中央付近まで南北に延びて

いるグリーンロードとこれに直結するがまだすロード（地域高規格道路島原中央道

路）の整備促進、国道２５１号の道路拡幅について国や県に早期実現を要望し混雑緩和

を図ります。さらに、生活道路における側溝や舗装の改修を行い、地域住民の生活道

路改善に努めます。

また、道路整備に際しては、国や県、関係機関等と協議しながら美しい自然と調和

するように景観にも配慮し、清掃や草刈り等による既存の道路環境の整備や、地域コ

ミュニテイ活動の一環として行われている「街道花いっぱい運動」や「街道美化運動」

の活動を支援します。

さらに、急速に進む高齢化社会において、高齢化に対応した生活道路の整備につい

ても検討を進めます。

新市においては、島原鉄道やバスなど公共交通機関はあるものの、利便性の面にお

いては改善すべき点が多々あります。今後は関係機関と協議しながら、島原鉄道を利

用したＪＲの乗り入れや地域住民のニーズに対応したダイヤ改正、駅の新設等の検討

を行い、地域一帯の利便性向上に努めます。

また、生活サービスの向上に関連して、利用者が減少基調にある生活バス路線につ

いては、今後、コミュニテイバスの運行も検討していく必要があります。さらには、

観光都市である新市において、観光名所を回るサイトシーイングバス（観光周遊バス）

の運行も検討します。

新市における市街地の整備は、長期的な視点に立った都市の将来像を明確にし、新

市全体の一体的かつ計画的なまちづくりを目指し、都市計画区域の見直しを検討して

いきます。

また、新市の市街地周辺は道幅が狭く、一方通行の道路が多いなど、火災時などに

おける緊急車両の通行に支障をきたしている地域が数多くあります。このような地域

は都市の再生・再構築を図る観点から、市街地の改善のため土地区画整理事業等の市

街地開発事業を推進していきます。

新市の中央部には６つの商店街があり、中でも７５０�のアーケードは全国有数の長
さを誇っています。しかしながら、モータリゼーションの進展により、郊外の大型店

への集客が顕著に見受けられます。

中心市街地の整備改善にあたっては、「中心市街地活性化基本計画」により、中心
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（４）上水道環境の整備

（５）生活排水処理施設の整備

市街地の魅力向上を図るため、市街地の再生と街なみ環境整備事業を活用した中心市

街地再整備事業の推進を図ります。

さらに、平成１３～１７年度にかけての事業として「街なみ環境整備事業」があります。

これは、住宅が密集し、かつ、生活道路等の地区施設が未整備であること、住宅等が

良好な美観を有していないこと等により、住環境の整備改善を必要とする区域におい

て、ゆとりや潤いのある住宅地区の形成のため、市及び土地所有者に対して国等が必

要な助成を行うことを目的として始められたものです。

今現在の対象地域は、「鯉の泳ぐまち」地区や「七万石坂街づくり」地区、「上の町

街づくり」地区ですが、今後は森岳商店街や武家屋敷周辺までの展開を予定しており、

さらなる新市街地づくりに努めます。また、地籍調査事業に取り組み効率的な土地利

用の推進を図ります。

上水道は、住民の日常生活や産業経済活動にとって、不可欠なライフライン機能を

果たしております。新市は、限りある水資源を有効に利用し安全でおいしい水を、安

定的に供給するための体制づくりに取り組んでいきます。

昨今の社会経済情勢にあって、上水道の使用水量や給水人口は減少しており、給水

収益の増加が望めない状況にあるため、効率的な事業運営に努め経営の健全化を図り

ます。

水道の普及率は９７％と高くなっていますが、水道施設は数十年も経過し老朽化して

いるため施設の効率的な改修を行うなど、管理体制の強化を進めます。

下水道事業は、快適な市民生活のための環境づくりや、公共用水域（海や川など）

の汚濁防止にとって欠かすことのできない重要な課題です。

新市においては下水道をはじめ集落排水事業やコミュニティ・プラント、合併処理

浄化槽等、財政状況や地域の環境を考慮しながら推進していきます。

し尿の処理については、現状が処理能力以上の量を受け入れている状況にあります。

そこで、さらなる収集量増加に対応するため、汚泥再生処理センターの改築もしくは

建替を推進していきます。
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図表�－２ 都市基盤の整備に関する施策一覧

施策の大綱 主要事業メニュー

２．快適で利便性の高い都市をつくる（都市基盤の整備）

�道路の整備 ・生活道路の改善
・街路緑化・美化の推進
・高齢社会に対応する生活道路の整備

�公共交通の整備 ・利便性向上に向けた検討
・コミュニティバスの検討
・サイトシーイングバスの検討

�市街地の整備 ・都市計画区域の再編
・市街地の再開発
・中心市街地の整備
・美しいまちづくり推進事業
・地籍調査事業
・街なみ環境整備事業の推進

�上水道環境の整備 ・水道施設の適正な維持管理
・水源と水質の確保
・水道事業の健全化

�生活排水処理施設の整備 ・公共下水道・合併処理浄化槽等整備
・汚泥再生処理センター建設事業

３安全・安心と安らぎの環境を整える
防災対策等生活環境の整備

（１）公園・緑地の整備

【基本方向】

美しい自然環境に囲まれつつ、市民生活を快適に過ごせるように、公園・緑地の整

備等を図ります。

また、循環型社会・環境調和型社会を実現していくために、再生産可能な木材を積

極的に利用するとともに、リサイクルや適正な廃棄物処理を推進し、地球環境・地域

環境に配慮した施策の積極的な展開に努めます。

さらには、情報化の恩恵が市民に行き渡り、快適で便利な暮らしができるように、

各種の情報ネットワーク基盤を整備し、これらを利用した防災対策も強化するととも

に地域情報の発信に努めます。

【施策の方針】

新市は、緑と湧水・清流に恵まれており、歴史的に価値ある民家なども国の文化財
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（２）情報・通信の整備

（３）リサイクル環境の整備

として登録されている情緒あふれる地域です。今後は、公園の適正配置や市民の手に

よる計画と管理体制を踏まえた「まちじゅう公園づくりマスタープラン」の策定を推

進します。マスタープランでは、現在整備されているネイチャーセンターや雲仙岳災

害記念館などの火山公園に加えて、新しく有明の森フラワー公園や舞岳ふれあいロー

ドなどを核とした自然公園、ひょうたん池や舞岳源水など新市の象徴である水を生か

した親水公園等の整備を検討します。また、雲仙・普賢岳砂防指定地の利活用につい

て国や県、関係機関等と協議しながら整備を検討します。さらに新市の歴史的遺産で

ある島原城や武家屋敷周辺の歴史公園及び、新市の観光のメインである温泉を利用し

た温泉公園整備への検討を始め、余暇活動や交流の場である総合運動公園、有明の森

運動公園の整備を検討します。

また、地域住民が自ら管理し整備をおこなっていくコミュニティ公園づくりも推進

し、地域コミュニティ活動の一環としての公園美化運動についても支援します。

新市の情報システムは、防災行政無線の設備更新が最大の課題となっています。更

新にあたっては、これまでのような一方的な防災情報の伝達でなく、情報化時代に対

応した双方向性の機能を有する新しい情報通信システムの導入を検討する必要があり

ます。また、防災のみならず一般的な行政情報の伝達も視野に入れた総合的な地域情

報化システム（地域イントラネット）の構築を進め、福祉や教育、広報・広聴をはじ

め、情報公開や地域コミュニティ活動等の幅広い用途での活用を図ります。市民サー

ビスについては、現在の庁内 LANシステムの拡充や、本庁と支所、各施設等のネッ

トワーク化（庁内イントラネット）を構築し、より迅速かつ効率的な事務処理を図り

ます。

新市においては、伐採した樹木や雑草などをすべて回収し、将来的には堆肥化を目

指し再利用したいと考えていますが、破砕機や運搬に過大なコストがかかり難しい状

況にあります。このような現状を踏まえ、樹木や雑草を含めたあらゆる一般廃棄物の

処理に対して、廃棄物処理法にのっとった「ごみ再資源化計画」の策定を推進します。

また、ごみの分別収集について力を入れて取り組んでいますが、受入施設の容量不

足や回収のコスト高等の課題があります。今後は、回収拠点の容量拡大や回収コスト

ダウン、配送システムの見直し等、課題解決に向けたごみ分別収集システムの構築を

図ります。

さらには、コンポスターの導入や「電動生ごみ処理機」に対する補助をおこなって
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（４）住環境の整備

（５）消防・防災・交通安全の推進

いますが、今後とも補助を続けることにより、生ごみ堆肥化の推進を図ります。

新市の住宅環境においては、先の雲仙・普賢岳噴火災害により住宅の需要が一時期

拡大しましたが、現在は、噴火災害も終息したため特需はなくなりました。しかし一

方で、少子化による人口減少及び核家族化の進行によって、世帯数は増加傾向にある

ことから住宅に対する需要は引き続き微増傾向を維持していくと思われます。

新市の市営住宅に関しては、耐用年限の２分の１を超えているものが数百戸みられ、

今後の対策が必要となってきています。そこで、住宅再生マスタープランの策定と共

にストック総合活用計画を策定し、市営住宅の整備促進を計画的に進めていきます。

市営住宅の建替え・改善整備にあっては、ＣＡＴＶの引き込み等を始め、情報化への

対応を図ります。

なお、高齢者対策については、建替えの住宅を中心に段差をなくしたり各所に手す

りを付けたり、また、より質の高い快適で利用し易いデザインを採用したり、使い勝

手の良い設備を導入するなど十分配慮していきます。また、火葬場の建設、雨期や台

風期に浸水被害等が発生する地域にあっては、安全で安心して生活できるようその防

止に努めます。

新市においては、より高度な防災・行政情報の伝達システムの確立を図ります。ま

た、自主的な防災訓練などには積極的に支援を行い、地域消防・防災対策機能の強化

を図ります。

一方、防火設備の整備で防火水槽の改良を行っています。現在保有する防火水槽は

むき出しになっている状態のものが多く、将来的には地下式に変更していきたいと考

えています。改良すべき防火水槽が多くあるものの、市民の安全を確保するために、

地下式防火水槽整備の推進を図ります。

交通安全に関しては交通安全施設（歩道等）の整備を図るとともに、交通安全教育・

指導を強化し、市民の安全に対する意識の高揚を図るとともに地域のリーダーを育て

ます。さらに、地域コミュニティ活動の一環として、パトロールなどの防犯対策の充

実を図ります。
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（６）河川・海岸・砂防等の整備

自然災害に強い安全で住み良いまちづくりを図るためには、河川・海岸・砂防等の

整備等、防災対策が大変重要です。特に雲仙・普賢岳や眉山においては噴火時の火山

灰が現在もなお山腹に堆積しており、土石流や河川の氾濫等に備え水無川や中尾川等

の継続した河川・砂防対策が必要です。また、高潮対策を始め海岸等の整備を図り背

後の防災に努める必要があり、特に常時崩壊を繰り返している眉山等については、治

山事業の継続的推進を図る必要があります。今後ともに、砂防施設の整備を始め治山・

砂防ダムの土砂災害防止機能の強化を図り、豊かな自然と暮らしを守ります。

なお、これらの事業については、円滑な実施を図るため国・県・市等、関係機関等

の緊密な連携と協議が特に重要です。

一方、美しく豊かな有明海に面している新市にとって、有明海は住民の生活の一部

としてなくてはならないものであり、全国に誇れる貴重な財産です。また、水の都と

して情緒を深めている新市にとって、水は象徴的な役割を果たしています。

そこで新市は、水の都の名にふさわしく、住民がより身近に海辺に親しめるような

護岸や親水空間等、子どもからお年寄りまでのすべての住民が安心して遊べる憩いの

場が提供できるよう努めます。

図表�－３ 生活環境の整備に関する施策一覧

施策の大綱 主要事業メニュー

３．安全・安心と安らぎの環境を整える（防災対策等生活環境の整備）

�公園・緑地の整備 ・まちじゅう公園づくりマスタープランの策定
・美しいまちづくり推進事業
・街なみ環境の整備促進

�情報・通信の整備 ・情報化推進基本計画
・地域イントラネット整備事業
・庁内総合情報システムの構築

�リサイクル環境の整備 ・ごみ再資源化計画策定
・ごみ分別収集システム
・生ごみ堆肥化支援

�住環境の整備 ・公営住宅ストック総合活用計画策定
（老朽住宅建替・改善・情報化）
・火葬場建設事業
・高齢者向け住環境対策推進

�消防・防災・交通安全の推進 ・防災・行政情報伝達システムの構築
・地域消防・防災対策機能の強化
・防火設備の整備
・交通安全対策
・防犯対策

�河川・海岸・砂防等の整備 ・海岸及び河川の整備
・砂防施設の整備
・親水空間の提供



�
新
市
の
施
策

４４

基本目標２ 健康で誇り高く暮らせる「人財重視」のまちづくり

１健康で生きがいある生活を支える
保健・医療・福祉環境の充実

（１）保健・医療の充実

（２）子育て支援の充実

【基本方向】

保健・医療・福祉は人々の健康で安定した生活を最低限保障するだけのものでなく、

より豊かな人生を送れるよう支える制度です。また、何よりも人と人とのつながりを

中心として成り立っているものです。これまでは保健・医療・福祉の各分野がそれぞ

れ単独で施策を展開してきましたが、これからは各分野が相互に連携することで一体

となり、総合的に住民の生活を支えていく地域に根付いた体制づくりを進めていきま

す。そのため、地域コミュニティの協力を得ながら、子どもから高齢者までの住民一

人ひとりの生活を向上させるために住民のニーズを的確に把握するシステムの構築を

検討します。

【施策の方針】

安定した保健・医療の確保は国民健康保険制度が柱となり円滑に運用されてきまし

た。しかし急速な高齢化の進行にともない、老人医療費が国民健康保険の財政を圧迫

するという状況になっています。そこで、新市では総合的に保健・医療の問題に取り

組み、国民健康保険制度の適正運用に努めます。また、住民が豊かで生き生きとした

生活を送るためには、自らの健康は自らで守っていくという住民の意識改革が必要不

可欠です。そうした住民の健康づくりを支援していくために、健康増進を図ることを

目的とした指導を行っていきます。さらに、施設機能を整備した保健センターを拠点

として、検診、相談窓口などの機能を充実させ住民一人ひとりの健康づくりに積極的

に関わることで、生涯を通じた各種健康サービスの充実を図ります。

一方、小児診療体制、休日や夜間診療などの救急医療体制においては、住民が安心

して速やかに適切な医療サービスを受けることができるよう、関係機関と協議し、き

め細かい医療体制の充実に努めます。

近年、核家族化や共働き家庭の増加、完全学校週５日制の導入など子どもたちを取

り巻く社会環境は大きく変化しています。そうした環境の変化にともない、家庭での
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（３）高齢者福祉の充実

（４）障害者福祉の充実

子育て機能が大きく低下していくにつれて、子育てを見守り、時には協力することが

できる地域社会の存在が求められるようになりました。新市では、地域と連携し子育

てをする側に立った地域密着型の保育システムの構築を目指し、子育てサークルの支

援、時間外保育などの体制充実を図り、共働きをはじめ各家庭の就労実態に応じて、

子どもを安心して育てることができる支援体制の整備に努めます。さらには、ひとり

親での養育や近所に育児相談ができる人がいない、また、不登校、暴力や虐待等があ

り、子育てに不安を抱えている家庭に対しては、その支援体制を整えます。

他方、出生数は年々低下しています。１９８０年代後半には年間約６５０人程度であった

のが、１９９０年代後半には年間約４５０人程度と２００人あまり減少しています。今後の少子

化対策としては子どもを育てやすいように配慮するとともに、各種優遇措置の導入等

を行って子どもを産みやすい環境を整えます。

新市における平成１２年度の高齢者のいる世帯及び高齢者単身世帯数は９，２８４世帯で

あり、総世帯数１６，９４２世帯に対する割合は５４．８％にも上ります。平成２年度の割合が

４３．６％であったことから今後もこの割合は高くなっていくことが予想され、各家庭だ

けで介護を担っていくことが非常に難しくなっていきます。そのため高齢社会へ対応

するためには、高齢者を社会全体で支えていく仕組みを構築する必要があり、平成１２

（２０００）年４月に介護保険制度が導入され運用が開始されました。しかし、住民の制

度に対する理解度は必ずしも高いとはいえない部分もあり、理解を高めるための更な

る努力が必要です。

新市では、関係機関との十分な連携のもと介護保険制度が更に認知され信頼を得ら

れるよう、介護サービスの質の向上を目指し、高齢者の生活に安心を与えることがで

きる体制の構築に努めます。

また、高齢者が健康で自立した生活が送れるよう、地域の資源などを有効に活用し

た健康づくりにつとめるとともに各種福祉施策の充実を図ります。

一方、社会に対する高齢者の役割は非常に大きくなっています。これからの高齢化

社会には「生涯現役」という発想が必要であり、高齢者の長年培ってきた優れた知識

や経験を地域の貴重な財産として共有し、地域の活性化につなげることが求められて

います。そこで、高齢者には積極的な地域社会参加を促し、次の世代に直に接して知

識や経験を伝える機会と場所を提供する等、世代間交流の体制の充実を図ります。

障害のある人については、社会参加と自立を促進する意味からも、それぞれが有す

る能力を最大限に発揮できるような技能の訓練・習得のための機会の充実に努めると
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（５）社会福祉の充実

ともに、社会参加・交流を促進するため障害のない人との交流の場の拡大を図ります。

また、障害の早期療育を行うための地域療育体制の推進や、安心して日常生活が送

れるような訪問介護や日帰り介護など在宅福祉施策の充実等、各種支援の充実を図り

ます。

現在のように人それぞれが自分のライフスタイルを持つ社会へと変化していくにつ

れて、当然福祉に対するニーズは多種多様化していきます。住民一人ひとりに満足の

いく福祉サービスを提供するためには、住民の要望を的確に捉えていく必要がありま

す。そのため、福祉ニーズを把握するシステムの体系づくりの確立に努めるとともに、

積極的に福祉サービスに民間の活力を導入して住民がより質の高いサービスを受ける

ことができるよう努めます。

また、互いに助け合い支え合う地域福祉活動の連携システムの構築を検討します。

それぞれの地域コミュニティが相互に連携を図りながら、自らの手で地域を創造でき

るように積極的に働きかけ支援します。

図表�－４ 保健・医療・福祉環境の充実に関する施策一覧

生活サービス

施策の大綱 主要事業メニュー

１．健康で生きがいある生活を支える（保健・医療・福祉環境の充実）

�保健・医療の充実 ・国民健康保険制度の適正運用
・各種健康サービスの充実
・救急・広域医療体制の充実
・小児診療・休日・夜間診療体制の充実

�子育て支援の充実 ・保育サービスの充実
・子育て支援
・少子化対策
・ひとり親家庭への支援

�高齢者福祉の充実 ・介護保険制度の適正運用
・高齢者生活支援
・在宅福祉施策の充実
・生きがい対策の強化

�障害者福祉の充実 ・障害者支援の充実
・障害者福祉施策や障害児教育の充実
・在宅障害者支援対策の充実

�社会福祉の充実 ・福祉ニーズの把握
・福祉サービスの民間活力の導入促進
・地域コミュニティと社会福祉の連携システムの検討
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教育・文化環境の充実

２生きる力と創造力を持った人を育てる

（１）学校教育の充実

【基本方向】

核家族化、少子化、共働き家庭の増加など子どもたちを取り巻く社会環境の変化が、

子どもたちの心身の成長に様々な影響を及ぼしています。教育の現場では、「いじめ」、

「不登校」などの問題が増加し、子どもたち一人ひとりの心のケアが必要とされるよ

うになりました。そのような中、豊かな心を持ち、たくましく生きぬく力を身に付け

た子どもを育成することが重要視されるようになりました。そのため新市では、基礎

学力の定着・向上に加えて、体験学習を積極的に実施していくことで、子どもたちの

「生きる力」を学校だけではなく地域と連携・協力しながら育み、学校教育の充実に

努めます。

一方、インターネットの普及などにより、誰もが簡単に情報を手に入れることがで

きるようになりました。こうした情報化社会への突入は、誰もが時間・場所を気にせ

ず、自由に学習機会を選択し学ぶことを可能にしました。この社会の変化を的確に捉

え、住民一人ひとりが生涯を通じて、自ら自由に学び、学ぶ楽しさを発見できるよう

に生涯学習の推進に努めます。また、心身ともに健全にしてくれるスポーツ活動を推

進し、すべての住民が積極的に健康づくりを行えるよう環境の整備に努めます。

なお、新市は歴史的に価値がある文化財を多く所有しています。再度、地域の文化

財の価値を見直し保護していくとともに、これらを活用した地域づくりを検討します。

【施策の方針】

現在、教育にとって最も重要なことは、一人ひとりの子どもたちに「生きる力」を

つけることであり、そのためには「豊かな人間性の育成」とともに、「確かな学力向

上」を図ることが必要です。

「豊かな人間性の育成」には、学校、保護者、地域社会の連携した取組が必要であ

り、新市では豊かな地域の風土の中で、地域で子どもを育てるという視点に立った学

社融合を推進します。このことにより、子どもたちが家庭、学校だけではなく地域と

も関わりを持つことで、適切な人間関係を築く力や社会性を育みます。

また、地元のすばらしい人材や地域の歴史・文化財、自然を学習材として有効に活

用するとともに、「舞岳山荘」を利用するなどして自然体験、生活体験等の機会を充

実することにより、特色ある学校づくりに努めます。
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（２）生涯学習の充実

（３）文化活動・スポーツの充実

「確かな学力の向上」のために、少人数指導や習熟の程度に応じた指導等、個に応

じた指導の充実を図るとともに、教職員研修の充実による指導力の向上並びに ALT

の配置などの指導体制の充実を図ります。さらに、安全で快適な学校生活が送れるよ

うに、老朽化対策を図るとともに、情報化・バリアフリー化等にも配慮した学校施設

の整備を計画的に行います。

また、地域に密着したボランティア活動や花いっぱい運動等の美化活動を通して、

子どもたちが生きた環境に触れられるような学校教育を推進します。

社会の成熟化に伴い生活・教育水準の向上、自由時間の増大、価値観の多様化など

から、年齢に関係なく自ら課題をみつけ、新しい知識や技術を学び、より豊かな人生

を送ることが重視されはじめました。そのような中、平成２（１９９０）年に生涯学習振

興法が成立し政策的に取り組まれるようになったことで、生涯学習が注目されはじめ、

人々の学習意欲も高まっています。生涯学習とは、誰もが時間や場所の制限を受けず、

気軽に学習機会を選択して学ぶことができるものであり、自己の充実を図ることを目

的としたものです。学んだ成果を児童生徒の健全育成や地域社会の発展に生かすこと

は、社会的にも意義のあることであり、自己の生きがいにもつながります。そこで新

市では、住民一人ひとりが人格や価値観を尊重し、豊かで充実した人生を送れるよう

に生涯学習社会の実現を図ってまいります。

また、少子化や核家族化など子育てを支える環境の変化や、育児不安の増大や児童

虐待の急増など、子どもを取り巻く環境が大きく変化し、学校・家庭・地域社会が一

体となって子育てに取り組むことが急務となっています。そのため、家庭や地域の教

育力の向上を目指した講座や研修会を実施するとともに、地域ぐるみの子育てを主眼

に、「青少年の体験活動」「大人が学び合う学校」「学校と地域社会の連携や融合」の

３つの柱からなる「市ココロねっこ運動」を推進してまいります。

さらに、公民館、町内会や自治会公民館、学校、民間施設などの現在ある施設をよ

り有効に活用し、住民が積極的に参加するような魅力ある教室・講座を開講し、その

充実に努めるとともに、学んだ成果が有効に生かされる場所の提供に努めます。

新市には国指定史跡の「旧島原藩薬園跡」、県指定天然記念物の「有明町の大樟」

など歴史的遺産があり、全国に誇れる素晴らしい地域文化があります。この地域文化

を今に伝える文化財を保護していくとともに、学校教育や生涯学習、さらには新市を
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アピールする観光資源としても積極的に活用していくことに努めます。また、文化財

を展示することで、住民や観光客が閲覧でき、新市の歴史を知ることができるような

施設の整備に努めます。

一方、近年の健康志向の高まりによって、気軽にスポーツを楽しむ住民が増えてい

ます。スポーツの種類も多様になり、住民のスポーツをする目的も肉体的なトレーニ

ング目的のものから心身の癒し効果を期待したものなど様々です。そこで、子どもか

ら高齢者までの各世代それぞれが一緒にスポーツを楽しめるように団体活動を支援し、

イベントを積極的に開催することでスポーツ活動の充実を図るとともに、施設の整備

を行いスポーツがしやすい環境を整えます。

さらに、全国的なスポーツ大会・スポーツ合宿を積極的に招致し、スポーツを通し

て他地域との交流を図ります。また、住民がレベルの高いスポーツを身近に観戦し刺

激を受けることでスポーツ人口を増やし、スポーツの盛んな市としてのイメージを全

国に印象づけ、さらなる新市のスポーツ振興を図ります。

図表�－５ 教育・文化環境の充実に関する施策一覧

施策の大綱 主要事業メニュー

２．生きる力と創造力を持った人を育てる（教育・文化環境の充実）

�学校教育の充実 ・各種体験学習の推進
・国際化、情報化等各種教育の推進
・地域や学校間の連携強化
・教育指導力の向上
・教育環境の整備

�生涯学習の充実 ・生涯学習推進計画の策定
・生涯学習教室や文化講座の開催
・生涯学習施設の充実

�文化活動・スポーツの充実 ・芸術文化の振興
・文化、スポーツ施設の整備
・文化財の保護と活用
・スポーツ活動の充実
・スポーツ大会等の招致
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基本目標３ 「農漁商観」が融合した活力ある
「交流産業」をつくりだすまちづくり

産業の振興

１「農漁商観」が融合した活力ある産業を
つくる

（１）農林業の振興

【基本方向】

農業や漁業、商工業や観光業等、様々な産業を有機的に結び付けて新たな価値を創

造し、市域外の市場で勝負できるような魅力ある商品の開発と情報発信を進めていく

必要があります。域外から訪れる来訪者にも十分な魅力ができ、さらなる来訪を促せ

るような「交流産業」の育成を図っていく必要があります。そこで、地域の主力産業

である農業と観光業を柱にして、産業間の連携を図るしくみを検討します。

また、情報化や循環型社会への移行といった時代のニーズを汲み取りながら、地域

に合ったコミュニティ・ビジネスや新産業の創出、新規参入の支援に努め、就業支援

を図ります。さらには、各産業における商品のブランド化を図り、地域一体となって

の産業の振興に努めます。

【施策の方針】

新市は県内有数の農業地帯です。農業産出額は、平成３（１９９１）年の雲仙・普賢岳

噴火災害で一旦減少したものの、現在では施設型野菜の急速な伸びを背景に増加に転

じています。また、農家数は減少しているものの専業農家数は平行線をたどっており、

県内でも高い水準を維持しています。今後も農業を維持し振興するために、農業従事

者の確保に努め、後継者対策として新規就農者に対する支援、女性の農業経営や関連

する活動への参画を促すなど、多様な担い手の育成を図ります。また、新市の主要作

物である大根や白菜、人参、ばれいしょをはじめとした特定作物の産地形成を推進す

るとともに、ほ場整備やため池整備を行なって生産基盤の充実を図り生産性を高めま

す。一方ＩＴを活用した効率的な農林漁業の展開や農山漁村の生活環境の向上、都市

と遜色ない情報基盤の実現を目指すため、「ｅ－むらづくり計画」の策定に努めます。

また、緑豊かな農村地域において、その自然・文化・人々との交流を楽しむ滞在型

の余暇活動（グリーンツーリズム）の研究と推進を図ります。

他方、畜産については肉用牛、酪農、養豚、養鶏等の施設の整備を図るとともに、

環境に留意した家畜糞尿処理施設の設置を行い、耕種部門との連携を図った循環型シ

ステムの確立を推進します。
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（２）水産業の振興

（３）商工業の振興

新市の森林面積は３，６５７haで、全土地面積の４４％を占めています。このうち、民有

林は３割、国有林は７割を占めています。これらの人工林は４０年生以下の若齢林分が

多く、保育、間伐を適正に進めることが重要となっています。樹種では良質なヒノキ

の割合が高く、「長崎ヒノキ」としての銘柄化、産地化を進めていきます。このほか、

雲仙・普賢岳噴火災害復興の一環として菌床生シイタケの生産を行い、特用林産の振

興を図っています。

また、雲仙・普賢岳の噴火により火砕流、土石流の多大なる被害を受けました。し

かし、森林は国土保全や地下水の涵養機能の面からも、自然景観の構築や市民活動の

面からも重要なものであり、一層の治山対策への取り組みが必要となってきます。こ

れからは、治山事業や保安林、水源涵養林の整備を推進するとともに、森林の適切な

管理に努めます。

新市は有明海に面し優良な漁場を有しています。しかしながら、近年は水質悪化等

による水産資源の減少が大きな課題となっています。さらには、漁業従事者の高齢化

や後継者不足なども厳しい局面を迎えています。そのため、新市の特産物となる「が

んば」や「がね」等の種苗放流などによって、水産資源の回復・増大を図り、また、

海苔・昆布・わかめ等の養殖業を推進します。

また、漁場環境の改善と漁場造成により漁場生産力の回復を図ります。さらに、荷

さばき所や直売所、保管輸送施設などの漁業関連施設の整備支援を図り、新市の海産

特産物づくりを推進します。

同時に、「ｅ－むらづくり計画」の策定に努め、また、漁村での生活体験や漁業体

験など地域との交流を深めながら、心と体をリフレシュさせる余暇活動（ブルーツー

リズム）の研究と推進を図ります。

新市の商業は、モータリゼーションの進展による生活圏の拡大及び郊外型大型店舗

の立地により、厳しい状況に置かれています。その上に、商圏人口の減少、高齢化の

進展、噴火災害による観光業の低迷等、経営基盤が狭められている状況にあります。

新市の商業振興にあたっては、「中心市街地活性化基本計画」に基づき、商業の活性

化を図るため、商店街共同事業としての環境基盤整備や空き店舗の有効活用、購買促

進事業について関係団体と協議検討を行い、中心市街地の活性化に向けた支援策につ

いて検討していきます。また、金融支援制度の充実やまち全体の運営管理とまちづく

りのための総合調整などを推し進める「TMO」の設置について検討していきます。
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（４）観光業の振興

（５）企業誘致及び新規起業・就業の支援

一方、製造業については現状では食料品、衣料品、水産加工品が中心ですが、地元

の地域資源や産業集積の利益を活用できる業種を中心に誘致活動を行うなど、継続し

て振興を図っていきます。

新市の地域産業を考えると、観光業は最も発展が期待できる産業の一つといえます。

雲仙・普賢岳の噴火により減少していた観光客も徐々に戻りつつありますが、現状で

は新市が有する美しい自然や温泉資源に見合うだけの十分な集客はみられていないと

いえます。

今後は新しい魅力の一つとして、雲仙岳災害記念館を中心に平成新山の景色や噴火

災害の遺構、火山関係の施設や各種の防災施設などを一つの野外博物館としてとらえ、

体験・学習しながら火山とかかわりあうことのできる空間を提供すること（平成新山

フィールドミュージアム構想）や、温泉等の地域資源を活かしつつ、地域の景観やお

もてなしの心を醸成して、地域全体で来訪者を気持ちよく迎え入れるような体制やし

くみづくりを進めていく必要があります。

その一つとして、街なみ環境整備事業による景観整備や街路花いっぱい運動などの

環境美化運動の充実を図り、新市全域を魅力ある地域にしていきます。また、物産館

等を含めた域内の観光施設の整備や宿泊施設の受入体制の整備を進めるとともに、観

光ルートのマップ作成や観光情報システムの構築、ボランティアガイドの育成をはか

り、訪問者の回遊性を高め、滞在時間の延長と来訪頻度の増加を目指します。

また、観光資源の目玉として、地域に継承されている郷土料理や名物料理に注目し、

「食」を生かしたまちづくりを目指します。農家・漁家・飲食店やホテル等が一体と

なって、地元の食材を使った郷土料理の提供システムの構築を推進するとともに、新

たなる特産品の開発支援を進めます。併せて、平成新山フィールドミュージアム構想

の実践として、誰でも気軽に参加できるような雲仙岳災害記念館を利用した火山体

験・学習メニューや、島原の自然を利用した自然体験、島原城や武家屋敷などを利用

した歴史文化体験や農業体験（グリーンツーリズム）、漁業体験（ブルーツーリズム）、

工芸体験、食体験（がんば、がね、具雑煮等の郷土料理）など、観光客に感動を与え

る体験型観光メニューを充実させるなど、地域独自の観光資源や観光ボランティアガ

イド・体験インストラクターなど人材の育成に努めるとともに、観光ＰＲの継続的な

推進を図ります。

近年、新市は雇用労働の場が少なく、若者の流出が増加しています。高齢化が進む
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図表�－６－１ 産業の振興に関する施策一覧

生活活力

施策の大綱 主要事業メニュー

１．「農漁商観」が融合した活力ある産業をつくる（産業の振興）

�農林業の振興 ・農林業基盤整備
・農産特産品づくりの促進
・環境保全型農業の推進
・グリーンツーリズムの研究と推進
・後継者育成対策の強化

�水産業の振興 ・水産業基盤整備
・ブルーツーリズムの研究と推進
・海産特産物づくりの推進
・陸上養殖の推進

�商工業の振興 ・中心市街地活性化基本計画の推進
・TMOの設立及び実施事業に対する支援
・金融支援制度の充実
・中小企業経営近代化の推進

�観光業の振興 ・観光PRの継続的展開
・フットパス・サイクルパスの整備
・体験型観光メニューの充実
・郷土料理提供システムの構築支援
・特産品の開発支援
・新たな源泉の掘削
・美しいまちづくり推進事業
・温泉を活用したまちづくりの検討
・観光ボランティアガイドの育成支援
・人材育成の支援

�企業誘致及び新規起業・就業
の支援

・新規起業の支援
・企業誘致の推進
・雇用労働対策の推進

２地域の個性と魅力を磨いて交流を促進する
連携・交流の促進

新市において、将来の担い手である若者の流出を防ぐべく、雇用確保のための企業誘

致やコミュニティ・ビジネス等、地域の社会環境に合った新しい起業支援を推進しま

す。同時に農業・漁業後継者を育成するとともに、商・工業関係従事者の能力向上が

図られるよう努めます。

【基本方向】

社会生活、経済、文化など、あらゆる面での活力のある地域をつくるには、本地域

を他地域の人々が絶えず訪れる交流の場とすることが必要です。新市は、平成新山や

温泉といった観光資源を有しており、交流の場としては最適です。その交流の場を生
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（１）地域ブランドの確立

（２）交流活動の推進

かしていくためには、新市の住民が連携し、一体となって魅力ある地域をつくってい

かなければなりません。

また、地域性の異なる人々との交流を進めることによって、お互いの魅力を共有す

ることによる新たな発想や地域の特性を再発見することができます。

よって、新市の活性化および更なる発展を目指すため、他地域との連携・交流の促

進を図ります。

【施策の方針】

新市は、県内有数の農業地帯であり、人参、大根・白菜は全国でも有数の収穫量を

誇っており、国の指定産地になるほどです。また、有明海の特色ある魚介類が水揚げ

されており、灰干しなどの水産加工も行われています。これらについては、域内での

流通・販売も行われておりますが、域外への出荷も多いことから今後は更に域内での

流通・販売に力をいれ、地産・地消の推進を図ります。また、これらの作物や水産物

を利用した地元特産品の開発支援にも力を注ぎます。

さらには、新市の物産、観光情報を提供し、交流ネットワークの形成を図るため、

主要都市にアンテナショップを設置することを検討します。また、市外在住の新市出

身者のネットワークの形成を図り、地元出身者の会との交流を支援します。

新市では、国内における姉妹都市・兄弟都市として友好を図っている都市との交流

をなお一層推進します。さらに、急速に進む国際化に対応するため、外国語や各国の

歴史を学ぶと同時に、実際の経験を通じて外国の文化・生活への理解を深め、国際感

覚にあふれる人材を育成し、外国の人々との交流を通じ、国際交流を推進します。ま

た、外国との友好都市締結等も検討していきます。

また、スポーツ分野においても多様なスポーツ活動が盛んで、各種のスポーツ団体

も増加しており、質的にも向上しています。最近では、施設が充実しているというこ

ともあり、九州学生駅伝をはじめ、各種の県大会や九州大会なども行われています。

今後は全国規模のスポーツ大会の誘致を推進するとともに、施設の維持管理に努め、

地域一体となったスポーツ交流の推進に努めます。

また、市内全部の学校をＬＡＮでつなぐとともに、兄弟校とも連携を深め、学校教

育交流活動の推進を図ります。さらには、公民館や図書館の維持管理に努め、魅力あ

るテーマの設定や適切な講師の招請などによって、生涯学習教室や市民文化講座の内
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（３）交流基盤の整備

（４）都市との共生・対流の推進

図表�－７ 連携・交流の促進に関する施策一覧

施策の大綱 主要事業メニュー

２．地域の個性と魅力を磨いて交流を促進する（連携・交流の促進）

�地域ブランドの確立 ・地産・地消の推進
・特産品の開発支援
・アンテナショップ設置の検討

�交流活動の推進 ・姉妹都市・兄弟都市交流の推進
・スポーツ交流の推進
・学校教育交流活動の推進
・生涯学習交流の推進

�交流基盤の整備 ・新しい広域交通ネットワークの検討

基本目標４ 一人ひとりが活躍できる「市民主体」のまちづくり

容の向上に努め、生涯学習交流の推進にも力を入れていきます。

新市は、九州の高速交通ネットワークの谷間にあります。この立地条件を飛躍的に

向上させるため、諫早・島原間の地域高規格道路の整備の推進を働きかけると同時に、

他県への主要交通手段となっているフェリー航路についても、住民のニーズに対応し、

ダイヤ改正等、関係機関に対しあらゆる面での整備促進を働きかけます。また、バス

や鉄道、フェリーなどの従来の交通ネットワーク以外の新規の広域公共交通ネット

ワークについても、関係機関と検討していきます。

一般国民の農林水産業に対する価値観や期待も、近年大きく変化しています。環境

問題の高まりや自然との共生などを背景に農的生活への憧れ、伝統的食生活への回帰、

農業の教育機能への期待など、これまでになかった見方や考え方が形成されています。

このようなことから、体験学習などのソフト基盤をつくり、都市との交流を推進し

ます。

【基本方向】

地方分権が進展する中、地方には、自主性・自立性を持ったまちづくりが求められ

ています。地域の個性を生かして、魅力ある地域をつくるためには、住民の市政への
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１自立した地域コミュニティづくりを
支援する 住民主体のまちづくりの推進

２市民に開かれた行政を運営する
開かれた行政への取り組み

参加を促進し、住民と行政の連携した取組みが不可欠です。今後は、住民が自ら判断

するための行政情報を開示し、発言できる場を提供するなど、情報化の推進を始め、

住民参加のシステム整備を行う必要があります。

また、コミュニティを支える自治会や、地域のために活動するボランテイア団体等

とも連携を図り、住民に開かれたまちづくりを推進していきます。

さらに、すべての市民一人ひとりの人権が尊重される社会づくりを推進するととも

に、個性や能力を発揮できるように機会の平等が実現するようなしくみの構築や各種

の支援を図ります。

【施策の方針】

人口の減少や生活行動圏の拡大などによって、地域連携意識の希薄化が全国的な問

題となっています。他方、青少年健全育成、消防防災活動、環境美化活動、自治会活

動など様々な分野において、コミュニティ活動の必要性は増している状況にあります。

コミュニティと行政の連携がなければ、住民が安全で、安心して暮らせる地域は実現

できません。

そこで、市民による地域づくり活動のプラン（コミュニテイ・マスタープラン）づ

くりへの支援や自治会等への支援、地区集会所など活動拠点の整備を図るとともに、

コミュニティ活動を支える人材の育成を行います。

一方、社会問題や住民ニーズが多様化・複雑化している中、文化、教育、福祉、環

境、産業など様々な分野で活動を進めるＮＰＯ（民間非営利団体）、ボランテイア団

体、まちづくり団体などの重要性が高まっています。そのため、これらの団体が各種

行事や人材育成研修会を開催する場合などに支援を行い、団体活動の促進を図ります。

併せて、人材育成や地域活動、イベント開催等のコミュニティ活動を支援するための

基金の設立を推進します。

住みやすい地域をつくるためには、その地域で暮らす住民の声を行政施策に反映さ

せることが不可欠です。さらに、住民がまちづくりへの関心を高め、自ら主体的に行

動することが、誇りと愛着を持てる、個性的で魅力ある地域の実現につながります。

そのため、意見箱の設置や提案・苦情受付窓口の設置などを行い、行政サービスに

関する住民の意見を聴取するための機会を拡充すると同時に、地域総合情報システム

の活用により、行政情報を積極的に開示するなど、行政活動の透明性を高めることに
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３持続的発展を目指した健全な
行財政改革の推進財政を運営する

よって、住民と情報の共有を図ります。

さらに、住民との行政情報の共有化を図るため、ＣＡＴＶやインターネットの活用

等によって広報・広聴活動を充実・強化するとともに、情報公開コーナーの設置等に

よって、住民が気軽に行政情報を得ることができるような体制整備を進めます。

なお、これら総合的な情報化推進の核としての機能を備えた、新しい庁舎建設を検

討します。

新市においては、少子・高齢化の進展、国際化、情報化といった経済社会の大きな

変化にともなって複雑化・多様化していく行政需要に対応していかなければなりませ

ん。そのためにも効率的な行財政運営を心がけ、健全な財政構造を構築していくこと

ともに、職員の資質の向上を目指し職員研修にも努めます。

新市では、行財政計画を推し進め、重点事業方式の確立による効率的な事業運営体

制を築くことで行政投資の費用対効果を高め、複雑化・多様化していく住民のニーズ

に答えていきます。その際には、国や県の財政諸制度を積極的に活用していくことも

必要となります。さらには地方分権の受け皿として、個性ある地域の発展に取り組ん

でいくために、自主財源の安定的確保に努めます。

図表�－８ 住民主体のまちづくりの推進に関する施策一覧

地域づくり

施策の大綱 主要事業メニュー

１．自立した地域コミュニティづくりを支援する（住民主体のまちづくりの推進）

・コミュニティ・マスタープラン策定の検討
・コミュニティ活動支援
・各地区伝統芸能大会開催事業
・男女共同参画推進
・人権教育・啓発推進事業

２．市民に開かれた行政を運営する（開かれた行政への取り組み）

・新庁舎建設事業
・行政情報の提供
・意見聴取
・情報公開

３．持続的発展を目指した健全な財政を運営する（行財政改革の推進）

・行政運営の効率化
・職員研修の充実
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重点プロジェクトは、基本的に施策の大綱で示された各施策を横断的に結びつける

もので、施策の大綱の枠組みを超えた連携によって推進されます。新市における重点

プロジェクトは以下の１０項目を想定します。

「新市の魅力や活力を創出するプロジェクト（魅力をつくるプロジェクト）」、「基

本目標の達成に必要な基盤整備に関するプロジェクト（基盤をつくるプロジェクト）」、

「基本目標の達成を強力に進めるための推進力の創出に関するプロジェクト（推進力

をつくるプロジェクト）」の３つに分けられます。

重点プロジェクトによって、湧水や火山、歴史、人材等々の新市の地域資源を産業

活動や文化活動に生かし、市民一人ひとりが生きがいと誇りを持った豊かな生活を送

れる環境づくりを進めることを目指します。

なお、重点プロジェクトの推進にあたっては、地域コミュニティの主体的な関わり

を重視し、そのために必要なしくみや場づくりを進めます。また、行政においても、

全庁横断的なプロジェクトチームを設置し、地域コミュニティや庁内の関係各所との

意見交換や連携を図りながら段階的継続的に取り組みます。

�重点プロジェクト
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魅
力
を
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く
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ェ
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�

基
盤
を
つ
く
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
�

推
進
力
を
つ
く
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
�

１．「島原ブランド」づくりプロジェクト�
（農産特産品・海産特産品、郷土料理づくり、サイトシーイングバス、アンテナショッ�
　プ、交流促進）�

２．地域の顔づくりプロジェクト�
（中心市街地の整備、街並み景観、ＴＭＯ、公共交通拠点の整備・美化、文化財保護と�
　活用、温泉の活用、直売所）�

３．まちじゅう公園づくりプロジェクト�
（まちじゅう公園づくりマスタープラン、親水海浜・護岸、街路・公園の緑化・美化、�
　フットパス・サイクルパス）�

４．体感・感動のまちづくりプロジェクト�
（体験学習、スポーツ大会・活動、体験型観光メニュー、食（郷土料理）、環境美化、�
　花いっぱい活動）�

６．地域総合情報システムづくりプロジェクト�
（情報化推進(防災・自治・教育・福祉・地域情報・広報等の統合情報伝達）、地域イン�
　トラ、庁内イントラ、街頭端末、新庁舎建設）�

７．環境保全システムづくりプロジェクト�
（環境基本計画、生活排水処理（公共下水道・合併処理浄化槽等）、汚泥再生処理、ご�
　み再資源化、生ごみ堆肥化、環境保全型農業、海岸保全事業）�

８．コミュニティ・マスタープランづくりプロジェクト�
（コミュニティ・マスタープラン、コミュニティ活動支援、コミュニティ情報伝達、地�
　域コミュニティと社会福祉の連携）�

９．人材力倍増プロジェクト�
（自然保護・環境保全活動、防災・防犯対策、学校教育活動、生涯学習・文化講座、ス�
　ポーツ指導、後継者育成、観光ボランティアガイド、自治組織・コミュニティ活動支�
　援、人権教育・啓発推進事業）�

１０．行財政改革プロジェクト�
（各種計画策定、行政情報の提供、意見聴取、情報公開、行政運営効率化、職員研修の�
　充実）�

５．広域交通体系づくりプロジェクト�
（地域高規格道路、鉄道、フェリー航路、広域公共交通体系）�

●重点プロジェクトの体系
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（１）「島原ブランド」づくりプロジェクト

（２）地域の顔づくりプロジェクト

（３）まちじゅう公園づくりプロジェクト

観光交流都市である島原の魅力を全国に発信して集客力の回復を図るべく、「島原

ブランド」づくりに取り組みます。その際、ブランド力の形成に関係する火山等の自

然景観や街なみ景観、農産品・海産品、特産品、郷土料理、観光施設、文化スポーツ

施設、サイン表示などのすべての要素を一体的に統合して検討する場やしくみを設け

るとともに、観光関連企業・団体やまちづくり団体、それに農業・漁業関連団体、文

化財関連団体、自然保護団体などが連携して今後のブランドづくりを進めていけるよ

うなしくみを構築し、独自ブランドの確立に努めます。

新市のシンボルや地区のシンボルとなるような個性ある施設や魅力ある地域資源の

整備を図り、地域の顔づくりに取り組みます。火山、湧水、歴史、文化財、温泉、河

川、公園、大木等の地域固有の資源を発掘して誰もがアクセスしやすい環境整備を図

り、同時に恵まれた自然景観の保持や地域の風土・文化を継承し、誇りと郷土愛を育

みます。その際、地域コミュニティが主体となって作成するコミュニティ・マスター

プラン（自治活動計画書）のなかで、地域の資源を生かすアイディアや具体的な取り

組みについて掲載を図り、当該コミュニティが主体となって取り組めるようなしくみ

をつくります。また、中心市街地や島原城・武家屋敷周辺（森岳地区）、３つの交通

拠点周辺（島原外港、島鉄バスターミナル、島原駅）については、現在実施している

中心市街地の再生事業や街なみ環境整備事業の推進を図り、新市のシンボルづくりに

取り組みます。

市内各所に緑と憩いの場所を形成して、市民と訪問者の双方が心地よく過ごせる空

間づくりを行います。新市に点在する霊丘公園や舞岳山荘、フラワー公園等の自然公

園、ネイチャーセンターや雲仙岳災害記念館等の火山公園、島原城等の歴史公園、総

合運動公園や復興アリーナ、有明の森等のスポーツ公園、親水公園としての白土湖や

ひょうたん池等、新市のシンボルとなるような公園のほか、コミュニティの公園等に

ついても計画的な整備を進めます。併せて、新市の幹線道路となるグリーンフラワー

ベルト一帯を中心に、国や県、関係機関等と協議しながら街路の緑化や美化、花いっ

ぱい運動を展開し、新市全域が公園となるように総合的な取り組みを図ります。また、
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（４）体感・感動のまちづくりプロジェクト

（５）広域交通体系づくりプロジェクト

３つの交通拠点（島原外港、島鉄バスターミナル、島原駅）から中心市街地や観光交

流拠点をゆったりと散策できるように、既存道路の一部をサイクルパス（自転車道）

やフットパス（遊歩道）として指定し、子どもからお年寄りまで、また市民から訪問

者までが安心して通行できる街路の整備を図ります。なお、整備にあたっては、「ま

ちじゅう公園づくりマスタープラン」を作成し、各地区の公園整備や街路緑化の計画

的な推進を図るとともに、公園の企画・運営・管理等については地域コミュニティが

主体的に取り組めるしくみを構築します。

市民や訪問者に感動的な生活や滞在時間を過ごしていただけるような体感・感動の

まちづくりを目指します。具体的には、学校教育分野では、現在展開されている生活

体験学習や生き方発見学習（インターンシップ制度）等を継続して行い、生きる力と

創造性が生まれるような取り組みを行います。また、既存のスポーツ施設をフル活用

して、プロスポーツの大会や合宿を誘致するなど、レベルの高いスポーツ交流・観戦

ができる場づくりに取り組み、九州のスポーツのメッカを目指します。また、観光振

興に対しては、修学旅行など団体旅行と個人旅行の双方に対応できるような雲仙岳災

害記念館を利用した火山体験、島原の自然を利用した自然体験、島原城や武家屋敷な

どを利用した歴史文化体験や農業体験（グリーンツーリズム）、漁業体験（ブルーツー

リズム）、工芸体験、食体験（がんば、がね、具雑煮等の郷土料理）などの体験型観

光メニューの開発・提供を推し進めます。

新市は西九州と中九州・南九州を結ぶ点に位置しており観光は重要な産業の一つで

す。観光振興のためにはスムーズなアクセスが必要であり、空港や主要駅から新市ま

でのアクセス等について、広域的交通体系の観点から考える必要があります。特に道

路については、愛野町から中心市街地の北側までグリーンロードの整備が進んでおり、

平成１５年度に完成した下折橋町から出平町の地域高規格道路と、深江町から中心市街

地の南側まで整備が進んでいる島原―深江道路とをつなぐ、同じく地域高規格道路で

ある島原中央道路の整備促進を目指します。なお、島原（出平町）から諫早間につい

ては、計画路線から調査区間への早期指定を働きかけます。また、航路については関

係機関と協議し熊本、大牟田、三角への３方面の航路の維持と高速化に係る取り組み

を進めるとともに、島原鉄道についてもＪＲへの乗り入れや高速化に必要な取り組み

を進めます。
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（６）地域総合情報システムづくりプロジェクト

（７）環境保全システムづくりプロジェクト

（８）コミュニティ・マスタープランづくりプロジェクト

総合行政ネットワーク（LGWAN）や住民基本台帳ネットワークといった政府の自

治体情報化政策や近年の情報通信技術の進展を踏まえ、総合的な地域情報システムを

構築します。具体的には更新が必要になっている現在の防災行政無線に換え、新市全

域を網羅した情報化時代に対応した双方向性の情報基盤を整備し、防災機能のみなら

ず、教育、福祉、地域情報、広報、広聴、地域コミュニティ活動等の幅広い用途で活

用することを目指します。なお、街頭端末の配置によって、各種の申請手続きや証明

書の発行が端末で行えるようなしくみを構築します。さらに、この総合情報システム

を活用して、観光都市島原の情報発信を共通して行えるように、観光関連団体やまち

づくり団体、自然保護団体などの各種の市民団体への開放についても検討します。ま

た、本庁、支所、各施設間のイントラネットを構築し、情報発信がスムーズに行える

ように努めます。これら総合的な情報化推進に向け市役所が核となれるような機能を

備えた、新しい庁舎建設を検討します。なお、地域情報化の推進にあたっては計画的

な推進に努めます。

新市の最大の地域資源である自然環境を総合的に保全するシステムを構築します。

特に近年課題となっている水質の悪化を防止し、「水の都」にふさわしい水質を維持

するしくみを構築します。生活排水処理については、公共下水道や合併処理浄化槽、

コミュニティ・プラント等を地域特性と事業採算性に留意して、効果的・効率的に整

備します。また、し尿処理施設については処理能力が限界に達してきており、早急な

対応を図ります。ごみ問題については、再資源化や生ごみ堆肥化などリサイクルシス

テムの構築を図り、環境負荷の低減を図ります。農業についても、農薬利用の低減等

を進めて環境保全型の農業生産への転換を進めるとともに、耕作放棄地の維持管理や

森林の間伐等に対して対策を講じます。また、河川・海岸の整備においては、自然環

境に配慮し、その保全に努めます。

新市の地域コミュニティについては、各地区ごとに今後主体的に取り組もうとする

ことを再度議論してもらう場を設け、コミュニティごとに今後の活動方針をコミュニ

ティ・マスタープラン（自治活動計画書）としてまとめます。このマスタープランの
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（９）人材力倍増プロジェクト

（１０）行財政改革プロジェクト

なかには、「まちじゅう公園プロジェクト」の一環として進めるコミュニティ公園の

整備・運営方針の検討や、グリーンフラワーベルトの美化・緑化方針の検討、「地域

の顔づくりプロジェクト」の一環で進める地域シンボル（地域の顔）の企画・整備方

針の検討、「自然環境保全システムづくりプロジェクト」の一環として進めるごみの

リサイクルや収集体制の検討など具体的なアクションにつながる内容を踏まえます。

また、PTAと連携して地域の教育力を学校教育に導入する「学社融合」のしくみづ

くりを検討するほか、高齢者生活支援や子育て支援等の地域コミュニティと福祉のあ

り方についても検討を図ります。なお、地域の慣習や地域文化等も盛り込み、地域生

活のバイブルとして市民の活用が図れるものを目指します。

新市のまちづくりは、「人財重視」と「市民主体」を基本目標に掲げており、市民

の英知と行動力を結集したまちづくりに欠かせない人材の育成を積極的に取り組みま

す。このため、学校教育から生涯学習・文化講座、スポーツ振興、各種研究会・イベ

ント開催など市民の学習活動や人材育成に係るプログラムについて支援を行います。

特に、学校教育では国際化や情報化、環境問題等への対応を早急に進めるほか、優秀

な指導者の確保や環境整備などを通じてスポーツ競技力のアップを図ります。また、

自然保護・環境保全活動や地域コミュニティ活動、防災・防犯対策、観光ボランティ

アガイド等各種の市民活動の推進に必要な研究会や研修会の機会を市民のニーズに応

じて設けていきます。

行財政運営にあたっては、経済成長の鈍化や人口減少に伴う税収の減少など今後と

も厳しい状況が予想されることから、行政事務の効率化や職員研修に努め、健全で持

続可能な行財政運営を行います。また、住民福祉・サービスの向上や、定住促進、雇

用確保のための産業振興、社会資本の整備推進等、安心で豊かな市民生活が送れるよ

うな、有効的かつ重点的な投資を行うこととします。市民と行政の間の情報のやり取

りを密接に進め、市民ニーズにあわせた施策を市民主体で取り組めるようなしくみの

構築を進めます。
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重点プロジェクト�

１．「島原ブランド」づくりプロジェクト�

２．地域の顔づくりプロジェクト�

３．まちじゅう公園づくりプロジェクト�

４．体感・感動のまちづくりプロジェクト�

魅
力
を
つ
く
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
�

農業生産基盤の整備�
畜産業生産基盤の整備�
水産基盤整備事業�
ながさき「食と農」支援事業�
肉用牛振興ビジョン対策事業�
生産経営環境総合支援事業�

体育・文化施設整備�
街なみ環境整備�
中心市街地の整備�
島原城の整備�
武家屋敷の整備�

各種公園の整備�
歴史景観地区交通安全対策整備�

美しいまちづくり推進事業�
スポーツ大会の推進�
各地区伝統芸能大会の開催�
おいしい水づくり�
芸術文化の振興�
体験型観光事業の推進�

●重点プロジェクトの主要事業一覧
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重点プロジェクト�

５．広域交通体系づくりプロジェクト�

　島原中央道路整備�
　国道251号の改良整備�
　県道の改良整備�
　市道の改良整備�
　都市計画道路の整備�

６．地域総合情報システムづくりプロジェクト�

・地域イントラネット整備�
・防災・行政情報等伝達システム整備�
・新庁舎建設事業�
　学校教育の情報化�

１０．行財政改革プロジェクト�

　情報提供・公開システム整備�
　適正な定数管理・事務事業の見直し・職員研修�
　効率的・効果的な行政運営�
　土地利用管理�

７．環境保全システムづくりプロジェクト�

・公共下水道・合併処理浄化槽等整備�
・汚泥再生処理センター整備�
　廃プラスチック処理�
　農村環境計画策定�
・火葬場建設事業�
・地籍調査事業�
　河川改修�
　海岸保全�

８．コミュニティ・マスタープランづくりプロジェクト�

　地域コミュニティと社会福祉との連携�
　ふるさと創生�

９．人材力倍増プロジェクト�

　男女共同参画推進�
　文化活動支援�
　保健センター整備�
　高齢者生活支援�
　子育て支援�
　国際交流推進�
　生き方発見支援�
　コミュニティ活動支援�
　人権教育・啓発推進事業�
　教育力向上支援�

基
盤
を
つ
く
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
�

推
進
力
を
つ
く
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
�



６６

公共施設の適正配置と整備については、住民生活に急激な変化を及ぼさないよう十

分配慮し、地域の特殊性やバランス、さらには財政事情等を考慮しながら、逐次検討・

整備していくことを基本とします。

なお、合併に伴い、旧役場庁舎等については、住民窓口サービスの低下を招かない

よう十分配慮するとともに、電算処理施設のネットワーク化等によって必要な機能の

整備を図ります。

�公共施設の適正配置と整備

�
公
共
施
設
の
適
正
配
置
と
整
備
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（１）歳 入

合併後１０年間における新市の財政運営の指針とするため、これまでの実績を勘案し、

今後の社会経済情勢も考慮したうえで、現在の地方財政制度に基づき普通会計で作成

しました。

作成にあたっては、新市において堅実な財政運営を行うことを基調としながらも、

過去の決算額の推移を参考に、今後増加が予測される経費、合併に伴い節減が見込ま

れる経費および合併特例債をはじめとする国・県の支援措置も加味しました。

各項目ごとの主な内容は、次のとおりです。

� 地方税

合併協議会における確認結果を踏まえ、推計しました。

� 地方交付税

現在の制度を基本に、合併算定替をはじめとする合併に係る特例措置を加味

して推計しました。

� 国庫支出金

国の行財政改革に関する論議の動向も考慮したうえで、過去の決算額の推移

を参考に推計しました。なお、生活保護等福祉事務所で行う事務に係る国庫支

出金や合併に伴う補助金についても見込み計上しました。

� 県支出金

過去の決算額の推移を参考に推計したほか、合併に伴う県交付金についても

見込み計上しました。

� 財産収入

基金の預金利子については、平成１５年度当初予算の数値を用いるとともに、

その他分については、過去の決算額の推移を参考に推計しました。

� 地方債

建設事業充当分については、過去の決算額の推移を参考に発行額の上限を推

�財政計画
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（２）歳 出

計し、その枠内で合併特例債を見込み計上しました。

その他の地方債については、減税補てん債や臨時財政対策債、また市町村振

興基金に充当する合併特例債を見込み推計しました。

� 繰入金

過去の決算額の推移を参考に推計しました。なお、歳入歳出差引額において

財源不足がある場合は、財政調整基金等から繰入れることとして推計しました。

� その他

過去の決算額を参考に推計しました。

� 人件費

合併に伴う一般職と特別職の職員の減を見込み推計しました。

� 物件費

過去の決算額の推移をベースとし、合併による削減効果も見込み推計しまし

た。

� 扶助費

過去の決算額を参考に年少人口の減少分と老年人口の増加分を加味したほか、

併せて生活保護等の福祉事務所で行う事務に係る経費の増加分についても見込

み計上しました。

� 補助費等

過去の決算額の推移を参考に合併による削減効果も見込み推計しました。ま

た、新市が取組む重点項目に少子化対策があげられるため、その増加分を加味

しました。

� 公債費

これまでに借入れたものについては、構成市町の実償還予定額を、今後借り

入れる見込みのものは、地方債の種類ごとに同一条件で推計し、計上しました。

� 積立金

基金の預金利子積立については、平成１５年度当初予算時の数値を用いること
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とし、その他の積立については、一定額を積立てることで推計しました。なお、

合併特例債が充当される合併市町村振興基金については、標準基金規模上限の

約１４．７億円として計上しています。

� 操出金

特別会計に対する繰出金については、今後の人口増減や事業の進捗見込みを

もとに推計しました。

� 投資的経費

普通建設事業費は、個別の事業に係る経費を積み上げて推計したものではな

く、堅実な財政運営を行ううえで充当可能な事業費の枠を示したものです。

� その他

過去の決算額の推移を参考に推計しました。



�財政計画

７０

財政計画【平成１８年度～平成２７年度】
歳 入 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

１ 地方税 ４，３５２，８６７ ４，３９８，６４２ ４，４２３，２３１ ４，３５６，４４９ ４，３９１，７８８ ４，４２９，８８０ ４，３７２，３６９ ４，４１２，７２２ ４，４５５，８４７ ４，４１９，９９８
２ 地方譲与税 ２２１，０００ ２２１，０００ ２２１，０００ ２２１，０００ ２２１，０００ ２２１，０００ ２２１，０００ ２２１，０００ ２２１，０００ ２２１，０００
３ 利子割交付金 ３７，５００ ３７，５００ ３７，５００ ３７，５００ ３７，５００ ３７，５００ ３７，５００ ３７，５００ ３７，５００ ３７，５００
４ 地方消費税交付金 ４１２，０００ ４１２，０００ ４１２，０００ ４１２，０００ ４１２，０００ ４１２，０００ ４１２，０００ ４１２，０００ ４１２，０００ ４１２，０００
５ 自動車取得税交付金 ６９，５００ ６９，５００ ６９，５００ ６９，５００ ６９，５００ ６９，５００ ６９，５００ ６９，５００ ６９，５００ ６９，５００
６ 地方特例交付金 １２７，５００ １２７，５００ １２７，５００ １２７，５００ １２７，５００ １２７，５００ １２７，５００ １２７，５００ １２７，５００ １２７，５００
７ 地方交付税 ５，２０４，７５２ ５，０１５，５３４ ４，７２０，７７５ ４，６５９，６０１ ４，６７１，４０７ ４，５５８，５０５ ４，５９３，８１６ ４，５５３，７８６ ４，５０３，８１５ ４，５０６，６６３
８ 交通安全対策特別交付金 ８，４００ ８，４００ ８，４００ ８，４００ ８，４００ ８，４００ ８，４００ ８，４００ ８，４００ ８，４００
９ 分担金・負担金 ３８５，１８４ ３８９，６２９ ３９３，０７７ ３９６，５２７ ３９８，９７９ ４０２，４３３ ４０６，８９０ ４１１，３４９ ４１７，８１０ ４２４，３７２
１０ 使用料・手数料 ４１９，０７６ ４２１，７７２ ４２２，４７１ ４２５，１７３ ４２９，８７８ ４３０，５８６ ４３５，２９６ ４３８，００９ ４３８，７２５ ４３９，４４２
１１ 国庫支出金 ２，４０８，６５３ ３，０５２，６２８ ２，８６７，４３４ ２，９９３，５９０ ３，０３０，０６７ ２，５０５，７６２ ２，５３６，４０９ ２，５６６，１４３ ２，５９７，９６２ ２，６２４，６６６
１２ 県支出金 １，４９３，６１４ １，４７０，７２２ １，４２８，３６８ １，３８９，０１１ １，３９０，５８４ １，３５２，５６０ １，３５３，４３６ １，３７３，１１５ １，３７２，２２９ １，３７１，３４３
１３ 財産収入 ９，４６９ ９，３１４ ９，０８６ ８，８２７ ９，０１８ ８，７３６ ８，３８７ ８，１６３ ８，０１１ ７，８６２
１４ 寄附金 １ １ １ １ １ １ １ １ １ １
１５ 繰入金 ４０６，０００ ４３０，０００ ５０７，０００ ５４１，０００ ６３８，０００ １，０１６，０００ ８９１，０００ ８０１，０００ ８７１，０００ ９００，０００
１６ 繰越金 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
１７ 諸収入 ３３９，３１８ ３２２，８１８ ３２２，８１８ ３２７，６８２ ３３５，６８２ ３３５，６８２ ３３５，５４５ ３３４，９４５ ３３４，９４５ ３３４，３４６
１８ 地方債 ４，０６８，７００ ２，１９６，５００ ２，０６７，３００ ２，２８３，３００ ２，２２８，３００ ２，０３３，６００ １，９９３，９００ １，９６０，１００ １，９３１，４００ １，９６０，０００

歳入合計 １９，９６３，５３４ １８，５８３，４６０ １８，０３７，４６１ １８，２５７，０６１ １８，３９９，６０４ １７，９４９，６４５ １７，８０２，９４９ １７，７３５，２３３ １７，８０７，６４５ １７，８６４，５９３

歳 出 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度
１ 人件費 ３，４９１，９５０ ３，４１０，７１８ ３，５６７，１８０ ３，２９２，４９１ ３，５８８，５７６ ３，３９９，８８３ ３，２２７，０３３ ３，０７６，８０１ ３，０６２，８１０ ３，０９５，８０８
２ 物件費 ２，４８９，３３１ ２，４１４，６５１ ２，３４２，２１１ ２，２７１，９４５ ２，２０３，７８７ ２，１３７，６７３ ２，０７３，５４３ ２，０３２，０７２ ２，０１１，７５１ １，９９１，６３４
３ 維持補修費 ９９，８０７ ９９，７２０ ９９，５４３ ９９，４５３ ９９，２７０ ９９，１８０ ９９，０９０ ９８，９００ ９８，８２０ ９８，７４０
４ 扶助費 ３，１７７，６８３ ３，２３６，２７７ ３，２９５，７６７ ３，３５８，１８５ ３，４０８，４６２ ３，４５９，１１６ ３，５１１，７９７ ３，５６３，６８４ ３，６１７，７７９ ３，６２８，７１８
５ 補助費等 ２，３２７，２３１ ２，３１６，２１４ ２，２８８，６５７ ２，２６６，７３９ ２，２６３，１６５ ２，２５７，２８８ ２，２５１，７９２ ２，２４８，４９４ ２，２４６，２９６ ２，２４４，０９８
６ 公債費 ２，３０４，３９１ ２，４１３，００４ ２，５１９，９３５ ２，５２７，３２２ ２，６４８，３１４ ２，６４０，７００ ２，６９４，４７２ ２，７７１，０７３ ２，８０８，１６９ ２，８９７，７９６
７ 積立金 １，６７３，６１０ ２０３，４５７ ２０３，２３３ ２０３，２４２ １０３，４３０ １０３，１７０ １０２，８７０ １０２，７２１ １０２，５３２ １０２，３４３
８ 投資・出資・貸付金 ８４，１５０ ８４，１５０ ８４，１５０ ８４，１５０ ８４，１５０ ８４，１５０ ８４，１５０ ８４，１５０ ８４，１５０ ８４，１５０
９ 繰出金 １，５８０，５６７ １，６１２，５５８ １，６４１，２２３ １，６６９，９８１ １，６８９，８３５ １，７０９，３２２ １，７２８，８９２ １，７４９，５４６ １，７７０，２８６ １，７８１，２７１
１０ 投資的経費 ２，７３４，８１４ ２，７９２，７１１ １，９９５，５６２ ２，４８３，５５３ ２，３１０，６１５ ２，０５９，１６３ ２，０２９，３１１ ２，００７，７９２ ２，００５，０５２ １，９４０，０３６

歳出合計 １９，９６３，５３４ １８，５８３，４６０ １８，０３７，４６１ １８，２５７，０６１ １８，３９９，６０４ １７，９４９，６４５ １７，８０２，９４９ １７，７３５，２３３ １７，８０７，６４５ １７，８６４，５９３

歳入歳出差引額 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

（単位：千円）
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用 語 解 説 〈五十音順で主な用語の解説を整理しています。〉

あ

【I T】

Information Technologyの略。情報通信技術や情報通信産業のことを指す。

【アンテナショップ】

生産者が消費者の農産物需要傾向をつかんだり、特産品の宣伝をするために設ける

食料品店や料理屋のこと。

【インターンシップ制度】

学生が社会体験をする制度。

【インターネット】

複数のコンピュータ・ネットワークを相互に継続して、世界中のネットワークを１

つのネットワークとして機能するようにした世界的な情報交換の仕組み。

【イントラネット】

インターネットの特徴を利用した組織内情報通信網。インターネットが世界に開か

れたネットワークなのに対して、イントラネットは利用者を限定したネットワークと

なる。

【インフラ】

Infrastructureの略。道路や下水道等の公共団体が整備する社会資本を指す。

【ALT】

Assistant Language Teacherの略。外国語指導助手のこと。

か

【介護保険制度】

２０００年から施行された新しい社会保険制度。保険により社会全体で介護を支えるた

めの仕組み。
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【学社融合】

学校教育と社会教育を部分的に関わり合わせようとする考え方で、コミュニティ・

スクール（地域社会学校）の理念を踏襲したもの。地域全体で教育力を高めようとす

る考え方。

【観光ボランティアガイド】

地域の観光案内を無償で行う人。

【環境負荷】

地球環境破壊につながる行為のこと。

【協働】

協力、合作。それぞれの立場から、共通する課題の解決や社会的目的の実現に取り

組むこと。

【グランドデザイン】

将来を見据えた長期的な土地利用計画のこと。

【グリーンツーリズム】

都市生活者が農村で滞在型の余暇を過ごそうという旅行形態。

【高齢化率】

６５歳以上の高齢者人口が総人口に占める割合のこと。

【高齢者世帯】

男６５歳以上、女６０歳以上の者のみで構成する世帯（これに１８歳未満の未婚者が加わっ

た世帯も含まれる）。

【子育てサークル】

同じ年代の子供をもつ親同士が育児についての悩みを相談したり、情報交換を行う

場のこと。

【コーディネーター】

調整担当者。事業や活動を調整して推し進める人。

【コミュニティ】

共同体、地域社会、共同生活体。
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【コミュニティ公園】

地域住民が集える公園。地区や街区のようなコミュニティ単位ごとにあるような小

公園で、自分たちの手で管理・運営を行うような公園。

【コミュニティ・ビジネス】

住民自ら地域の問題に取り組み、その活動をビジネスとして捉える住民主体の地域

事業のこと。

【コミュニティ・プラント】

家庭などから排出される生活雑排水を処理するための施設。下水道整備区域外の集

落や団地などに設置され、一定規模のまとまった範囲で集中的に処理する地域し尿処

理施設。地方公共団体が廃棄物処理整備事業により設置。

【コミュニティ・マスタープラン】

自治活動計画書。

【コミュニティバス】

主に交通の便が悪い公共交通空白地帯と市街地の中心・公共施設などを結ぶ自治体

運営の路線バス。

【コンポスター】

生ごみを堆肥にかえる容器のこと。

さ

【サイクルパス】

自転車道。

【サイトシーイングバス】

観光周遊バス。

【サイン表示】

道路・観光等の案内板。

【CATV】

Cable Televisionの略。有線テレビ。電波ではなくケーブル（通信線）を利用してテ
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レビ番組を送信するシステムやサービスのこと。

【自然動態】

一定期間における出生・死亡に伴う人口の動きのこと。

【社会動態】

転入・転出に伴う人口の動きのこと。

【総合行政ネットワーク（LGWAN）】

地方公共団体を相互に接続する行政専用のネットワーク。

【双方向性】

同時に相互意見交換が行えること。

た

【男女共同参画社会】

性別にかかわりなく、個人の個性と能力を十分に発揮することができる社会のこと。

【TMO】

Town Management Organizationの略。まちづくりを運営・管理する機関、まちづく

り会社のこと。政府が進める TMO構想（中小小売商業高度化事業構想）によるもの

で、まちづくりのための総合調整、まちづくり事業の企画立案、各事業の推進、まち

全体の運営管理を行う。

は

【バリアフリー】

障害を持つ人も地域の中で普通に暮らせる社会づくりの理念に基づいて、身体的、

精神的な障壁（バリアー）を取り除こうという考え。

【フットパス】

遊歩道。

【ブルーツーリズム】

都市生活者が漁村で滞在型の余暇を過ごそうという旅行形態。
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ま

【マスタープラン】

基本計画。

【モータリゼーション】

自動車が普及し、人々の生活の中で広範に利用されるようになる現象。

ら

【ライフスタイル】

生活様式、行動様式。その人の個性を表すような生き方。

【ライフライン】

水道や電話網など生活に必要な不可欠な社会資本。生命線。

【LAN】

Local Area Networkの略。組織や機関内で分散配置されたＯＡ機器等を接続した構

内情報通信網。

【リサイクル社会】

物が繰り返し利用して廃棄物を少なくするような資源循環型社会のこと。リサイク

ル（再資源化）、リデュース（最終処理量の最小化）、リユース（再利用）の３点を考

慮したしくみを持つ社会。
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